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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移

　

回次 第57期中 第58期中 第59期中 第57期 第58期

会計期間

自　平成18年
　　１月１日
至　平成18年
　　６月30日

自　平成19年
　　１月１日
至　平成19年
　　６月30日

自　平成20年
　　１月１日
至　平成20年
　　６月30日

自　平成18年
　　１月１日
至　平成18年
　　12月31日

自　平成19年
　　１月１日
至　平成19年
　　12月31日

売上高 (百万円) 87,040 86,948 78,982 176,147 171,577

経常利益 (百万円) 5,862 6,593 4,826 12,119 11,348

中間(当期)純利益 (百万円) 2,922 2,925 5,414 6,612 5,728

純資産額 (百万円) 71,400 78,581 73,696 75,454 79,444

総資産額 (百万円) 111,524 120,761 110,333 119,858 117,650

１株当たり純資産額 (円) 1,444.761,593.381,705.341,531.771,622.08

１株当たり中間
(当期)純利益

(円) 69.19 69.27 128.21 156.57 135.63

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 54.7 55.7 65.3 54.0 58.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,448 5,800 4,738 10,441 13,854

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,052 △7,664 △11,402 △9,090 △9,229

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △502 △992 △685 △1,071 △1,907

現金及び現金同等物
の中間期末(期末)残高

(百万円) 30,779 30,280 26,830 32,588 34,953

従業員数
〔ほか、平均臨時雇用者
数〕

(名)
6,942
〔194〕

7,210
〔130〕

6,958
〔154〕

6,695
〔140〕

6,810
〔141〕

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　上記の百万円単位の金額は、百万円未満を四捨五入して記載しております。

３　「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益」については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
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(2) 提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移

　

回次 第57期中 第58期中 第59期中 第57期 第58期

会計期間

自　平成18年
　　１月１日
至　平成18年
　　６月30日

自　平成19年
　　１月１日
至　平成19年
　　６月30日

自　平成20年
　　１月１日
至　平成20年
　　６月30日

自　平成18年
　　１月１日
至　平成18年
　　12月31日

自　平成19年
　　１月１日
至　平成19年
　　12月31日

売上高 (百万円) 63,094 62,864 60,792 126,800 126,159

経常利益 (百万円) 2,473 4,351 2,540 7,311 9,344

中間(当期)純利益 (百万円) 1,135 2,276 3,305 4,608 6,289

資本金 (百万円) 3,451 3,451 3,451 3,451 3,451

発行済株式総数 (株) 42,383,73242,383,73242,383,73242,383,73242,383,732

純資産額 (百万円) 52,231 56,717 62,627 55,274 59,979

総資産額 (百万円) 77,545 82,396 84,524 84,949 84,349

１株当たり純資産額 (円) 1,236.761,343.071,483.081,308.871,420.37

１株当たり中間
(当期)純利益

(円) 26.86 53.90 78.26 109.10 148.92

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 10.00 15.00 15.00 30.00 30.00

自己資本比率 (％) 67.4 68.8 74.1 65.1 71.1

従業員数
〔ほか、平均臨時雇用者
数〕

(名)
1,504
〔21〕

1,451
〔19〕

1,570
〔70〕

1,493
〔21〕

1,516
〔38〕

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　上記の百万円単位の金額は、百万円未満を四捨五入して記載しております。

３　「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益」については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
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２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要

な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。
　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 事業の種類別セグメントにおける従業員数
平成20年６月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

事務機 5,645   (　16)

産業用プリンタ・その他 1,116   ( 138)

全社(共通) 197   (   0)

合計 6,958  ( 154)

(注)　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間連結会計期間の平均人員を(　)外数で記載しております。

　

(2) 提出会社の従業員の状況
平成20年６月30日現在

従業員数(名) 1,570  (  70)

(注)　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員を(　)外数で記載しております。

　

(3) 労働組合の状況

労使関係について特記すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

（1）業績

当中間期の経済情勢を顧みますと、米国経済は昨年のサブプライムローン問題や原油価格の高騰等を背

景に景気の減速傾向が強まりました。また、欧州経済においても米国経済の影響を受けたことにより、全般

的に景気は後退いたしました。また、中国経済は内需、輸出がともに引き続き順調に伸長いたしました。一

方、国内経済では、欧米同様にサブプライムローン問題や原油・原材料価格の高騰による消費の低迷、輸出

や設備投資が鈍化したため、先行きへの不透明感が強まりました。また、当社の主力事業であるモノクロデ

ジタル複合機の市場は堅調に推移いたしましたが、低価格化の進行により、売上は伸び悩みました。

このような情勢の下、当社グループは開発生産系の自主事業会社としての強固な体制の基盤とすべく連

結経営の強化と効率的な事業運営を積極的に展開してまいりました。昨年キヤノン(株)から生産委託を受

けたA3系デジタル中速複合機の生産は順調に推移しましたが、事務機事業機器全体の低価格化が進行した

ことなどにより当初の売上目標を下回ることになりました。

また、本年３月に連結経営の柔軟性及び効率性を追求するために、当社連結子会社のニスカ(株)を完全子

会社化することを目的とした公開買付けを実施し、46.9％の株式を追加取得したことで97.9％の株式を所

有しました。今後、収益の外部流出を回避しつつ、更なる経営資源をニスカ(株)に投入することで、経営リ

ソースを有機的に活用してまいります。

これらの結果、当中間期の連結売上高は789億82百万円(前年同期比9.2％減)となりました。また、販売費

及び一般管理費は開発費用等が増加したため、売上高に対する比率は前年同期比2.1ポイント上昇しまし

た。この結果、連結営業利益は、43億71百万円(前年同期比28.9％減)、連結経常利益についても48億26百万

円(前年同期比26.8％減)となりました。一方、連結中間純利益は、旧三鷹事業所跡地を売却したことにより

特別利益に固定資産売却益を計上した結果54億14百万円(前年同期比85.1％増)と大幅に増加しました。
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　事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

　

①事務機事業

当部門では、事業の効率的運営及び自主事業の拡大のため、市場のニーズに敏感に対応し、開発期間の短

縮を目指したプロセスの見直しなどの事業革新や低価格高付加価値製品の開発に努めました。プリンタ製

品では、モノクロデジタル複合機の今後の市場動向等を見据えた新たなビジネスチャンスを創出するため、

新興国市場に目を向けた取り組みをスタートさせました。品質面においては、開発・生産・品質部門が一体

となるスーパーコンカレント開発体制の下、市場における品質情報をより迅速に共有し、お客様に信頼され

る品質を着実に実現させるための取り組みを実施いたしました。生産面では、昨年キヤノン(株)から生産委

託を受けたA3系デジタル中速複合機の生産が順調に進み、昨年下期に立ち上げたA3系デジタル低速複合機

の販売が新興国市場で好調に推移しました。

また、事務機周辺機器では、昨年８月に稼動した本社開発センター(埼玉県三郷市)を基点として、キヤノ

ンファインテック式の開発生産体制を確立するために、ニスカ(株)の開発部門との連携を強化し、両社の事

業領域と役割を明確化することで業務の効率化を図り、事業の総合力向上に努めました。販売面において

は、事務機周辺機器の利便性の訴求と複写機本体への装着率アップを目的とし、キヤノン(株)及びキヤノン

マーケティングジャパン(株)との連携を通じ、その実現に向けた諸施策に取り組みました。その成果とし

て、本年１月より自主開発製品であるトップマウント型フィニッシャを標準装備した「LBP5910F」の国内

販売を開始し、市場競争力強化と販売シェア拡大に寄与いたしました。本年５月からは、海外展開を開始し、

さらなる市場ニーズの追求と市場開拓に着手いたしました。また、自主開発製品であるコンパクトフィニッ

シャとニスカ(株)との共同開発製品であるパーフェクトバインダのOEM向け供給を開始いたしました。しか

しながら、外販先の内製化と低価格化などの影響を受け事務機周辺機器の売上高は減少いたしました。

これらの結果、当事業の売上高は、634億44百万円(前年同期比9.9％減)、営業利益は52億81百万円(前年同

期比18.7％減)となりました。
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②産業用プリンタ・その他事業

当部門の産業用プリンタ製品は、産業用インクジェットプリンタヘッド技術の優位性を生かした新製品

の開発に努めました。また、カード・ラベルプリンタにつきましては、国内市場において、名刺などの作成に

優れたコストパフォーマンスを発揮するカードプリンタ「CX 320」、お客様の多彩な要望にも対応可能な

ラベルプリンタ「LX 740」の売上が昨年に引き続き堅調に推移いたしましたが、製紙業界で発生した再生

紙混合率偽装問題の影響を受け、消耗品の売上は減少しました。また、切手の代わりに郵便料金を封筒・は

がきに印字するメーリングシステムにつきましては、昨年OEM向けに投入した２機種を中心に大幅に販売台

数を伸ばし、それに伴い消耗品の売上も順調に推移いたしました。当社が生産に携わる大判プリンタにつき

ましては、昨年に引き続き新機種として「iPF605」「iPF720」の２機種を市場に投入したことにより、製品

ラインナップが充実したことで、市場の成長を上回る販売台数の伸びとなりました。

　なお、昨年、ジアゾ感光紙及びインクジェット光沢紙の生産から撤退したことにより、全体的に当部門の売

上高及び営業利益は減少しました。また、子会社でありますニスカ(株)の取り扱うデジタルカメラユニット

部品等の光学計測機器につきましても、収益性重視の製品の絞込みにより売上は減少しました。

　これらの結果、当事業の売上高は155億38百万円(前年同期比6.2％減)、営業利益は４億34百万円(前年同期

比52.4％減)となりました。

　

所在地別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

　

①日本

当中間期の売上高は、681億31百万円(前年同期比4.8％減)、営業利益は、31億５百万円(34.4％減)となりま

した。

　

②アジア

当中間期の売上高は、108億51百万円(前年同期比29.4％減)、営業利益は、27億11百万円(4.3％増)となりま

した。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間の「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、税金等調整前中間純利益72億70百万

円等により、47億38百万円の収入(前年同期比10億62百万円減)となりました。

一方、「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、本社開発センターの建設費の支払及びニスカ(株)の普

通株式の公開買付けにより114億２百万円の支出(前年同期比37億38百万円増)となりました。

この結果、営業キャッシュ・フローから投資キャッシュ・フローを控除した、フリー・キャッシュ・フ

ローは66億64百万円のマイナスとなりました。

　また、「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、配当金の支払等により６億85百万円の支出(前年同期比

３億７百万円減)となりました。

これらの結果、「現金及び現金同等物」の残高は268億30百万円となり、前中間連結会計期間に比べ34億

50百万円減少しました。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当中間連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

区分

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

(百万円)

前年同期比(％)

事務機 64,882 91.9

産業用プリンタ・その他 14,352 88.3

合計 79,234 91.2

(注) １  セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　金額の表示は、販売価格によっております。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当社の生産は、取引先との間で行う需要予測に基づく見込み生産を行っております。

　

(3) 販売実績

当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

区分

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

(百万円)

前年同期比(％)

事務機 63,444 90.1

産業用プリンタ・その他 15,538 93.8

合計 78,982 90.8

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

　

相手先

前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

キヤノン(株) 56,597 65.1 55,408 70.2

　

３  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

３ 【対処すべき課題】

　　　当中間連結会計期間において、当連結会社の事業及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。
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４ 【経営上の重要な契約等】

　　　当社は平成20年４月30日、当社を完全親会社とし、ニスカ株式会社を完全子会社とするための株式交換契

約を締結いたしました。

　　　詳細は、第５［経理の状況］の(重要な後発事象)に記載しております。

　

５ 【研究開発活動】

当社グループの研究開発活動は、常に独創性・信頼性・収益性を十分検討した上で着手しており、新製

品の開発に当たり自主事業拡大に向けて積極的な研究開発活動を行っております。

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は31億36百万円であり、各事業部門の研究開

発成果及び研究開発費は次のとおりであります。

　

(1) 事務機事業

当事業では、主力製品である多機能プリンタ及びペーパーハンドリング製品の開発及び生産活動を

行っております。

製品本体のみでなく、周辺機器を含めたトータル製品として同一開発センター内で開発を進めること

で、より効率的で競争力のある製品開発を可能にしております。

プリンタ部門では、中国を始めとした新興市場向けの廉価版A3サイズ複合機（iR2116J/ 2120J）、読み

取り部等の性能をアップした中速A3サイズ複合機（iR3245シリーズ）の生産を開始し、さらに、より高速

で付加価値の高い次世代製品の開発も順調に進捗しております。

ペーパーハンドリング部門につきましては、従来機に比べ原稿積載枚数を大幅にアップしながらもコ

ンパクトになった中速A3サイズ複合機用の原稿送り装置（DADF-U1）を生産開始し、多機能フィニッシャ

等、多種多様なオフィス向け、軽印刷業向けの次世代製品の開発を順調に進めています。

また、昨年８月に本社開発センターへの移転を実施し、開発インフラの充実、社内開発リソースの集中

を行い、より効率的な開発を実現することができました。更に、ペーパーハンドリング製品に高い開発力

を持つ、グループ会社のニスカ(株)との協力関係も一層強固にし、大規模な人材交流を実施しました。

今後も引き続き、市場ニーズを満たす高品位でコスト競争力のある製品をより早く、より確実にリリー

スできるような製品開発を行ってまいります。

  当事業の研究開発費は22億27百万円であります。

　

(2) 産業用プリンタ・その他事業

産業用プリンタ事業では、インクジェットプリント技術を核とした産業用各種プリンタ、プリントモ

ジュール、産業用プリントヘッド、及びその消耗品の開発を行っております。当社グループではインク

ジェット技術の核となるヘッド・インク・メディア全ての技術を保有していることを強みに、多様化する

顧客要望に応えるよう、ヘッドの高速化、インク・メディアのバリエーション開発に取り組んでおります。

また、印刷におけるオンデマンド性が高まっている昨今、さらに拡大が期待されるインクジェット技術

を活かしたデジタルプリント市場に迅速に対応すべく、産業機器全般におけるコア技術の標準化設計を

進め、開発効率の向上や更なる高品質化に向けた研究開発に着手いたしました。

光学計測器事業では、オートアイリス（自動光量制御装置）及びシャッタユニットが、主力であるビデ

オカメラとデジタルカメラ用途の製品本体の小型化、低価格化の要求に対応した新アクチュエータの開発

を完了し、新製品として供給を開始しました。さらに、オートアイリス及びシャッタユニットに対する市場

ニーズは、一層の高画質化に向かっており、この要求に応えるためのキーパーツとして光学フィルタの開

発を進めております。また、新分野である交換レンズ用絞りユニットの開発が終了し、新製品として供給を

開始しました。

当事業の研究開発費は９億９百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】

当中間連結会計期間における、主要な設備の重要な異動は次のとおりであります。

提出会社
　　
　　当中間連結会計期間に以下の土地を売却いたしました。

  

事業所名
（所在地）

事業の種類別
セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（名）土地

（面積㎡）

三鷹事業所
(東京都三鷹市) ― ― 89　　　

(3,682)―

　

　

２ 【設備の新設、除却等の計画】

　

(1) 重要な設備計画の変更

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について

重要な変更はありません。

　

(2) 重要な設備計画の完了

前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものはありません。

　

(3) 重要な設備の新設等

該当事項はありません。

　

(4) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(平成20年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年９月26日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 42,383,73242,533,243
東京証券取引所
(市場第一部)

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら制限のない、当社
における標準となる株式

計 42,383,73242,533,243― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
　　

(百万円)

資本金残高
　　

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年６月30日 － 42,383,732 － 3,451 － 14,041
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(5) 【大株主の状況】

平成20年６月30日現在

氏名又は名称 　　　　　　　　住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

キヤノン株式会社 東京都大田区下丸子３丁目30―２ 24,496 57.79

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２丁目11―３ 1,270 2.99

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８―11 913 2.15

キヤノンファインテック社員持
株会

埼玉県三郷市谷口７１７ 532 1.25

ドレスナー・クラインオート証
券会社

東京都港区六本木１丁目６－１　泉ガーデン
タワー

485 1.14

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町１丁目13―１ 481 1.13

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１―２ 373 0.88

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１－５ 364 0.85

ザ　チェース　マンハッタン　バン
ク　エヌエイ　ロンドン　エス　エ
ル　オムニバス　アカウント（常
任代理人　株式会社みずほコーポ
レート銀行）

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET LONDON 
EC2P 2HD, ENGLAND

342 0.80

ゴールドマン・サックス・イン
ターナショナル（常任代理人　
ゴールドマン・サックス証券株
式会社）

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB, U.K303 0.71

計 ― 29,562 69.74

(注)１　上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)　 　　  1270 千株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)　　  913 千株

２　大株主は、平成20年６月30日現在のものであります。なお、フィデリティ投信株式会社から平成19年７月23日付

で提出された大量保有報告書及びバークレイズ・グローバル・インベスターズ信託銀行株式会社から平成18

年４月10日付で提出された大量保有報告書は、平成20年６月30日時点における所有株式数の確認ができません

ので、上記大株主の状況には含めておりません。

大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

フィデリティ投信株式会社
東京都港区虎ノ門四丁目３番１号　城山ト
ラストタワー

1,835 4.33

バークレイズ・グローバル・イン
ベスターズ信託銀行株式会社

東京都渋谷区広尾１丁目１番３９号 19 0.05

バークレイズ・グローバル・イン
ベスターズ株式会社

東京都渋谷区広尾１丁目１番３９号 810 1.91

バークレイズ・グローバル・イン
ベスターズ、エヌ・エイ

米国　カリフォルニア州　サンフランシス
コ市　フリーモント・ストリート４５

46 0.11

バークレイズ・バンク・ピーエル
シー

英国　ロンドン市　チャーチル・プレイス
１

23 0.05

バークレイズ・キャピタル・セ
キュリティーズ・リミテッド

英国　ロンドン市　カナリーワーフ　ノース
・コロネード５

98 0.23

計 ― 2,834 6.69

　

EDINET提出書類

キヤノンファインテック株式会社(E02317)

半期報告書

12/76



(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式  156,200

―
権利内容に何ら制限のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式
　　　 42,120,600　　

421,174 同上

単元未満株式
普通株式   
　　　　　106,932　　

― 同上

発行済株式総数 42,383,732― ―

総株主の議決権 ― 421,174 ―

(注) １　「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式12株及び証券保管振替機構名義の株式30株が含まれておりま

す。

２　「議決権の数(個)」の中には、証券保管振替機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数32個は含まれており

ません。

　

② 【自己株式等】

平成20年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
キヤノンファインテック(株)

埼玉県三郷市谷口717 156,200 ― 156,200 0.37

計 ― 156,200 ― 156,200 0.37
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２ 【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成20年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高(円) 1,551 1,438 1,477 1,502 1,613 1,607

最低(円) 1,140 1,270 1,250 1,248 1,380 1,413

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。
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第５ 【経理の状況】

１　中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年

大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前中間連結会計期間(平成19年１月１日から平成19年６月30日まで)は、改正前の中間連結財務諸表

規則に基づき、当中間連結会計期間(平成20年１月１日から平成20年６月30日まで)は、改正後の中間連結

財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省

令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前中間会計期間(平成19年１月１日から平成19年６月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に

基づき、当中間会計期間(平成20年１月１日から平成20年６月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則

に基づいて作成しております。

　

(3) 当社の中間連結財務諸表及び中間財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額は、従来、千円単位で

記載しておりましたが、当中間連結会計期間及び当中間会計期間より百万円単位で記載することに変更

いたしました。

なお、比較を容易にするため、前中間連結会計期間及び前中間会計期間についても百万円単位に組替え表

示しております。

　

２　監査証明について

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成19年１月１日から平成19年６

月30日まで)及び前中間会計期間(平成19年１月１日から平成19年６月30日まで)の中間連結財務諸表及び

中間財務諸表については、新日本監査法人により中間監査を受け、金融商品取引法第193条の２第１項の規

定に基づき、当中間連結会計期間(平成20年１月１日から平成20年６月30日まで)及び当中間会計期間(平成

20年１月１日から平成20年６月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表については、新日本有限責

任監査法人により中間監査を受けております。

なお、従来から当社が監査証明を受けている新日本監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年

７月１日をもって、新日本有限責任監査法人となりました。

　

　

EDINET提出書類

キヤノンファインテック株式会社(E02317)

半期報告書

15/76



１ 【中間連結財務諸表等】

(1) 【中間連結財務諸表】

① 【中間連結貸借対照表】

　

前中間連結会計期間末

(平成19年６月30日)

当中間連結会計期間末

(平成20年６月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成19年12月31日)

区分
注記

番号
金額(百万円)

構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 30,209 26,779 26,902

　２　受取手形及び売掛金 ※３ 44,347 36,170 35,479

　３　有価証券 142 70 8,122

　４　たな卸資産 7,863 8,392 7,183

　５　繰延税金資産 771 730 624

　６　その他 2,210 2,053 2,191

　　　貸倒引当金 △101 △87 △81

　　　流動資産合計 85,44170.8 74,10767.2 80,42068.4

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産 ※１

　　(1) 建物及び構築物 6,996 13,272 13,775

　　(2) 機械装置

　　　　及び運搬具
1,773 1,594 1,589

　　(3) 工具器具及び備品 5,088 4,282 5,007

　　(4) 土地 12,697 12,561 12,694

　　(5) 建設仮勘定 5,113 31,667 976 32,685 520 33,585

　２　無形固定資産

　　(1) のれん ※２ 143 229 115

　　(2) その他 309 452 422 651 409 524

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 2,135 1,614 1,848

　　(2) 長期貸付金 1 0 1

　　(3) 長期前払費用 16 10 12

　　(4) 繰延税金資産 595 635 581

　　(5) その他 700 835 899

　　　　貸倒引当金 △246 3,201 △204 2,890 △220 3,121

　　　固定資産合計 35,32029.2 36,22632.8 37,23031.6

　　　資産合計 120,761100.0 110,333100.0 117,650100.0
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前中間連結会計期間末

(平成19年６月30日)

当中間連結会計期間末

(平成20年６月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形及び買掛金 ※３ 29,115 25,370 23,220

　２　未払金 1,790 1,885 4,949

　３　未払費用 2,823 2,188 2,293

　４　未払法人税等 1,821 1,105 1,055

　５　賞与引当金 435 451 447

　６　役員賞与引当金 20 21 42

　７　製品保証等引当金 82 94 76

　８　設備支払手形 ※３ 100 253 164

　９　その他 905 631 910

　　　流動負債合計 37,09130.7 31,99829.0 33,15628.2

Ⅱ　固定負債

　１　繰延税金負債 1,930 1,745 2,082

　２　退職給付引当金 2,927 2,495 2,703

　３　役員退職慰労引当金 232 293 265

　４　永年勤続慰労引当金 ― 106 ―

　　　固定負債合計 5,0894.2 4,6394.2 5,0504.3

　　　負債合計 42,18034.9 36,63733.2 38,20632.5
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前中間連結会計期間末

(平成19年６月30日)

当中間連結会計期間末

(平成20年６月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 3,4512.9 3,4513.1 3,4512.9

　２　資本剰余金 14,05711.6 14,05712.7 14,05711.9

　３　利益剰余金 48,52340.2 55,47350.3 50,69243.1

　４　自己株式 △244△0.2 △247△0.2 △246△0.2

　　　株主資本合計 65,78754.5 72,73465.9 67,95457.7

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券

　　　評価差額金
541 0.4 192 0.2 393 0.4

　２　為替換算調整勘定 959 0.8 △913△0.8 150 0.1

　　　評価・換算差額等

　　　合計
1,5001.2 △721△0.6 543 0.5

Ⅲ　少数株主持分 11,2949.4 1,6831.5 10,9479.3

　　　純資産合計 78,58165.1 73,69666.8 79,44467.5

　　　負債純資産合計 120,761100.0 110,333100.0 117,650100.0
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② 【中間連結損益計算書】

　

前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 86,948100.0 78,982100.0 171,577100.0

Ⅱ　売上原価 73,73984.8 66,56584.3 145,95285.1

　　　売上総利益 13,20915.2 12,41715.7 25,62514.9

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１ 7,0638.1 8,04610.2 15,0758.8

　　　営業利益 6,1467.1 4,3715.5 10,5506.1

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 274 189 592

　２　受取配当金 16 13 25

　３　賃貸料収入 41 30 92

　４　為替差益 58 62 29

　５　補助金 ― 115 ―

　６　その他 151 540 0.6 153 562 0.7 276 1,0140.6

Ⅴ　営業外費用

　１　たな卸資産廃却損 42 67 91

　２　たな卸資産評価損 ― 4 ―

　３　貸与資産減価償却費 18 9 21

　４　輸入諸費用 ― ― 57

　５　その他 33 93 0.1 27 107 0.1 47 216 0.1

　　　経常利益 6,5937.6 4,8266.1 11,3486.6

Ⅵ　特別利益

　１　固定資産売却益 ※２ 2 3,038 101

　２　投資有価証券売却益 ― ― 13

　３　貸倒引当金戻入益 ― 21 14

　４　会員権売却益 5 7 0.0 ― 3,0593.9 4 132 0.1

Ⅶ　特別損失

　１　固定資産廃却損 ※３ 92 68 242

　２　固定資産売却損 ※４ 2 5 4

　３　減損損失 ※６ 870 33 921

　４　拠点再編費用 ※５ ― 69 526

　５　関係会社再編費用 ※７ ― 326 ―

　６　過年度永年勤続慰労

      引当金繰入額
― 964 1.1 114 615 0.8 ― 1,6931.0

　　　税金等調整前

　　　中間(当期)純利益
5,6366.5 7,2709.2 9,7875.7

　　　法人税、住民税

　　　及び事業税
2,331 1,769 3,046

　　　法人税等調整額 △89 2,2422.6 △395 1,3741.7 390 3,4362.0

　　　少数株主利益 469 0.5 482 0.6 623 0.4

　　　中間(当期)純利益 2,9253.4 5,4146.9 5,7283.3

　

EDINET提出書類

キヤノンファインテック株式会社(E02317)

半期報告書

19/76



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】

前中間連結会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年12月31日残高(百万円) 3,451 14,057 46,442 △241 63,709

中間連結会計期間中の変動額

　剰余金の配当 △844 △844

　中間純利益 2,925 2,925

　自己株式の取得 △4 △4

　自己株式の処分 0 1 1

　株主資本以外の項目の中間連結
　会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円)

― 0 2,081 △3 2,078

平成19年６月30日残高(百万円) 3,451 14,057 48,523 △244 65,787

　

評価・換算差額等
少数株主持分 純資産合計

その他有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年12月31日残高(百万円) 522 456 978 10,767 75,454

中間連結会計期間中の変動額

　剰余金の配当 △844

　中間純利益 2,925

　自己株式の取得 △4

　自己株式の処分 1

　株主資本以外の項目の中間連結
　会計期間中の変動額(純額)

19 503 522 527 1,049

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円)

19 503 522 527 3,127

平成19年６月30日残高(百万円) 541 959 1,500 11,294 78,581
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当中間連結会計期間(自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年12月31日残高(百万円) 3,451 14,057 50,692 △246 67,954

中間連結会計期間中の変動額

　剰余金の配当 △633 △633

　中間純利益 5,414 5,414

　自己株式の取得 △2 △2

　自己株式の処分 △0 1 1

　株主資本以外の項目の中間連結
　会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円)

― △0 4,781 △1 4,780

平成20年６月30日残高(百万円) 3,451 14,057 55,473 △247 72,734

　

評価・換算差額等
少数株主持分 純資産合計

その他有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年12月31日残高(百万円) 393 150 543 10,947 79,444

中間連結会計期間中の変動額

　剰余金の配当 △633

　中間純利益 5,414

　自己株式の取得 △2

　自己株式の処分 1

　株主資本以外の項目の中間連結
　会計期間中の変動額(純額)

△201 △1,063 △1,264 △9,264 △10,528

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円)

△201 △1,063 △1,264 △9,264 △5,748

平成20年６月30日残高(百万円) 192 △913 △721 1,683 73,696
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前連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年12月31日残高(百万円) 3,451 14,057 46,442 △241 63,709

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 △1,478 △1,478

　当期純利益 5,728 5,728

　自己株式の取得 △7 △7

　自己株式の処分 0 2 2

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

― 0 4,250 △5 4,245

平成19年12月31日残高(百万円) 3,451 14,057 50,692 △246 67,954

　

評価・換算差額等
少数株主持分 純資産合計

その他有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年12月31日残高(百万円) 522 456 978 10,767 75,454

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 △1,478

　当期純利益 5,728

　自己株式の取得 △7

　自己株式の処分 2

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

△129 △306 △435 180 △255

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△129 △306 △435 180 3,990

平成19年12月31日残高(百万円) 393 150 543 10,947 79,444

　

EDINET提出書類

キヤノンファインテック株式会社(E02317)

半期報告書

22/76



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

　
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　１　税金等調整前中間(当期)純利益 5,636 7,270 9,787

　２　減価償却費 2,099 2,282 4,510

　３　減損損失　 870 33 877

　４　のれん償却額 28 66 56

　５　貸倒引当金の増減額 4 △10 △16

　６　賞与引当金の増減額 △11 11 8

　７　役員賞与引当金の増減額 △19 △21 3

　８　永年勤続慰労引当金の増加額 ― 116 ―

　９　製品保証等引当金の増減額 △72 18 △78

　10　退職給付引当金の減少額 △318 △209 △542

　11　役員退職慰労引当金の増加額 8 28 41

　12　受取利息及び受取配当金 △290 △202 △617

　13　固定資産売却益 △2 △3,038 △101

　14　固定資産売廃却損 94 73 246

　15　拠点再編費用 ― 14 247

　16　投資有価証券売却益 ― ― △13

　17　会員権売却益 △5 ― △4

　18　その他損益 △0 △0 0

　19　売上債権の増減額 △4,925 △1,296 3,343

　20　たな卸資産の増減額 282 △1,506 700

　21　未収入金の増減額 △17 167 164

　22　仕入債務の増減額 1,950 2,909 △3,007

　23　未払金の増加額 117 64 67

　24　未払費用の増減額 1,010 △2 614

　25　未払消費税等の増減額 63 △37 42

　26　その他 387 △580 72

　　　　小計 6,891 6,150 16,399

　27　利息及び配当金の受取額 289 206 613

　28　法人税等の支払額 △1,380 △1,618 △3,158

　　　営業活動による
　　　キャッシュ・フロー

5,800 4,738 13,854

　

EDINET提出書類

キヤノンファインテック株式会社(E02317)

半期報告書

23/76



　 前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成19年１月１日
至 平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　１　定期預金の預入による支出 ― ― △20

　２　定期預金の払戻による収入 77 ― 75

　３　有価証券の取得による支出 △51 ― △51

　４　有価証券の売却による収入 51 51 71

　５　投資有価証券の取得による支出 △4 △4 △9

　６　投資有価証券の売却による収入 93 ― 114

　７　有形固定資産の取得による支出 △7,792 △4,711 △9,318

　８　有形固定資産の売却による収入 14 3,158 125

　９　無形固定資産の取得による支出 △57 △76 △220

　10　会員権売却による収入 5 ― 4

　11　貸付金の実行による支出 △7 △7 △15

　12　貸付金の回収による収入 7 7 15

　13　子会社株式の取得による支出 ― △9,819 ―

　14　その他 0 △1 ―

　　　投資活動による
　　　キャッシュ・フロー

△7,664 △11,402 △9,229

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　１　自己株式の取得による支出 △4 △2 △7

　２　自己株式の売却による収入 1 1 2

　３　親会社による配当金支払額 △844 △633 △1,478

　４　少数株主への配当金支払額 △145 △50 △424

　５　その他 ― △1 ―

　　　財務活動による
　　　キャッシュ・フロー

△992 △685 △1,907

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 548 △774 △353

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額 △2,308 △8,123 2,365

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 32,588 34,953 32,588

Ⅶ　現金及び現金同等物の
　　中間期末(期末)残高

※１ 30,280 26,830 34,953
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１　連結の範囲に関する事項
　(1) 連結子会社は次の９社です。
　　　キヤノンファインテック工業発

展(深?)有限公司、キヤノン
ファインテック工業香港有限
公司、キヤノンファインテッ
ク(蘇州)事務機有限公司、
トップ事務機株式会社、ニス
カ株式会社、株式会社ニスカ
精工、株式会社ニスカ興産、
THAI NISCA CO.,LTD.、NISCA
(HK) LIMITED

１　連結の範囲に関する事項
　(1) 連結子会社は次の９社です。
　　　キヤノンファインテック工業香

港有限公司、キヤノンファイ
ンテック(蘇州)事務機有限公
司、トップ事務機株式会社、ニ
スカ株式会社、株式会社ニス
カ精工、株式会社ニスカ興産、
キヤノンファインテックニス
カ ( 深? ) 有 限 公 司 、
THAI NISCA CO., LTD. 、
NISCA (HK) LIMITED

１　連結の範囲に関する事項
　(1) 連結子会社は次の９社です。

同左
 

(注)キヤノンファインテックニ

スカ(深?)有限公司は、平

成19年７月１日付でキヤノ

ンファインテック工業発展

(深?)有限公司から商号を

変更いたしました。

　(2) 非連結子会社はありません。 　(2) 非連結子会社はありません。 　(2) 非連結子会社はありません。

２　持分法の適用に関する事項
持分法適用会社はありません。

２　持分法の適用に関する事項
持分法適用会社はありません。

２　持分法の適用に関する事項
持分法適用会社はありません。

３　連結子会社の中間決算日等に関
する事項

　　連結子会社の中間決算日は、中間
連結決算日と同一であります。

３　連結子会社の中間決算日等に関
する事項

同左
 

３　連結子会社の事業年度等に関す
る事項

　　連結子会社の事業年度末日は、連
結決算日と同一であります。

４　会計処理基準に関する事項
　(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法
　　①　有価証券
　　　　満期保有目的の債券…
　　　　　償却原価法(定額法)

４　会計処理基準に関する事項
　(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法
　　①　有価証券
　　　　満期保有目的の債券…

同左

４　会計処理基準に関する事項
　(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法
　　①　有価証券
　　　　満期保有目的の債券…

同左

　　　　その他有価証券……
　　　　　時価のあるもの

中間決算末日の市場価
格等に基づく時価法
(評価差額は全部純資
産直入法により処理
し、売却原価は移動平
均法により算定)

　　　　その他有価証券……
　　　　　時価のあるもの

同左
 

　　　　その他有価証券……
　　　　　時価のあるもの
　　　　　　決算末日の市場価格等に基づ

く時価法
(評価差額は全部純資
産直入法により処理
し、売却原価は移動平
均法により算定)

　　　　　時価のないもの
　　　　　　移動平均法による原価法

　　　　　時価のないもの
同左

 

　　　　　時価のないもの
同左

 

　　②　デリバティブ取引により生じ
る正味の債権(及び債務）

　　　　　時価法

　　②　デリバティブ取引により生じ
る正味の債権(及び債務）

同左

　　②　デリバティブ取引により生じ
る正味の債権(及び債務)

同左

　　③　たな卸資産
　　　　　親会社
　　　　　　製品・仕掛品…
　　　　　　　総平均法による原価法

　　③　たな卸資産
　　　　　親会社及び一部の子会社
　　　　　　製品・仕掛品…
　　　　　　　総平均法による原価法

　　③　たな卸資産
　　　　　親会社
　　　　　　製品・仕掛品…
　　　　　　　総平均法による原価法

　　　　　　貯蔵品…
　　　　　　　最終仕入原価法

　　　　　　貯蔵品…
　　　　　　　最終仕入原価法

　　　　　　貯蔵品…
　　　　　　　最終仕入原価法

　　　　　子会社
　　　　　　主として先入先出法による原

価法又は低価法

　　　　　その他の子会社
　　　　　　主として先入先出法による原

価法又は低価法

　　　　　子会社
　　　　　　主として先入先出法による原

価法又は低価法
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　 前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

(会計処理の変更)
一部の子会社は、当中間連結
会計期間より、貯蔵品以外の
たな卸資産の評価基準及び
評価方法を変更いたしまし
た。従来、製品・仕掛品は評
価基準及び評価方法として
先入先出法による原価法を
採用しておりましたが、当中
間連結会計期間より総平均
法による原価法に変更いた
しました。この変更は、親会
社と同一の原価計算制度の
導入を機に、親会社と会計処
理の統一を図ることを目的
に行ったものであります。
この変更に伴い、損益に与え
る影響は軽微であります。

 
　(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法
　　①　有形固定資産…
　　　　　　主として定率法
　　　　　　但し、当社及び国内連結子会

社は平成10年４月１日
以降に取得した建物
(附属設備を除く）に
ついては定額法によっ
ております。

　　　　　　なお、主な耐用年数は以下の
とおりであります。

　　　　　　建物　　　　７～50年
　　　　　　機械装置　　４～12年
　　　　　　工具器具及び備品
　　　　　　　　　　　　２～11年

　(2) 重要な減価償却資産の減価償
却の方法

　　①　有形固定資産…
　　　　　　主として定率法
　　　　　　但し、当社及び国内連結子会

社は平成10年４月１日
以降に取得した建物
(附属設備を除く）に
ついては定額法によっ
ております。

　　　　　　なお、主な耐用年数は以下の
とおりであります。

　　　　　　建物　　　　７～38年
　　　　　　機械装置　　４～12年
　　　　　　工具器具及び備品
　　　　　　　　　　　　２～11年

　(2) 重要な減価償却資産の減価償
却の方法

　　①　有形固定資産…同左

(会計処理の変更)
当中間連結会計期間から、法
人税法の改正に伴い、当社及
び国内連結子会社において、
平成19年４月１日以降取得
の固定資産については、改正
法人税法に規定する償却方
法により、減価償却費を計上
しております。
なお、この変更に伴う営業利
益、経常利益及び税金等調整
前中間純利益に与える影響
は軽微であります。

(追加情報)
当社及び国内連結子会社は、
法人税法の改正に伴い、平成
19年３月31日以前に取得し
た固定資産については、改正
前の法人税法に基づく減価
償却の方法の適用により取
得価額の５％に到達した連
結会計年度の翌連結会計年
度より、取得価額の５％相当
額と備忘価額との差額を５
年間にわたり均等償却し、減
価償却費に含めて計上して
おります。
当該変更により営業利益、経
常利益及び税金等調整前中
間純利益が157百万円、中間
純利益が94百万円それぞれ
減少しております。またセグ
メント情報に与える影響に
ついては当該箇所に記載し
ております。

(会計処理の変更)
当連結会計年度より、法人税
法の改正に伴い、当社及び国
内連結子会社において、平成
19年４月１日以降取得の固
定資産については、改正法人
税法に規定する償却方法に
より、減価償却費を計上して
おります。
これにより営業利益、経常利
益及び税金等調整前当期純
利益は、それぞれ151百万円
減少しております。
なお、セグメント情報に与え
る影響については、当該箇所
に記載しております。
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　 前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

　　②　無形固定資産…
　　　　　　主として定額法
　　　　　　自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における
利用可能期間(５年)に
基づく定額法によって
おり、市場販売目的の
ソフトウェアについて
は、見込販売数量に基
づく方法、または、残存
有効期間(３年以内)に
基づく定額法によって
おります。

　　②　無形固定資産…同左
 

　　②　無形固定資産…同左
 

　(3) 重要な引当金の計上基準
　　①　貸倒引当金
　　　　債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権について
は貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能性を
検討し、回収不能見込額を
計上しております。

　(3) 重要な引当金の計上基準
　　①　貸倒引当金

同左
 

　(3) 重要な引当金の計上基準
　　①　貸倒引当金

同左
 

　　②　賞与引当金
　　　　従業員に対する賞与の支出に備

えるため、支給見込額に基
づき計上しております。

 

　　②  賞与引当金
同左
 

　　②  賞与引当金
同左
 

　　③  役員賞与引当金
役員に対する賞与の支出に
備えるため、支給見込額の
当中間連結会計期間負担額
を計上しております。

　　③  役員賞与引当金
同左

 

　　③　役員賞与引当金
役員に対する賞与の支出に
備えるため、支給見込額に
基づき計上しております。

 
　　④  製品保証等引当金

製品販売後の無償修理費用
等の支出に備えるため、過
去の実績などを基礎として
見積算出額を計上しており
ます。

　　④  製品保証等引当金
同左

　　④  製品保証等引当金
同左

　　⑤　退職給付引当金
従業員の退職給付に備える
ため、当連結会計年度末に
おける退職給付債務及び年
金資産の見込額に基づき、
当中間連結会計期間末にお
いて発生していると認めら
れる額を計上しておりま
す。
また、数理計算上の差異に
ついては、各期の発生時に
おける従業員の平均残存勤
務期間以内の一定年数(親
会社は10年、子会社は14年)
による按分額をそれぞれ発
生の翌期より費用処理して
おります。
過去勤務債務については、
従業員の平均残存勤務期間
以内の一定年数(親会社は
10年、子会社は14年)による
按分額をそれぞれ費用処理
することとしております。

　　⑤　退職給付引当金
同左

 

　　⑤　退職給付引当金
従業員の退職給付に備える
ため、当連結会計年度末に
おける退職給付債務及び年
金資産の見込額に基づき、
計上しております。
また、数理計算上の差異に
ついては、各期の発生時に
おける従業員の平均残存勤
務期間以内の一定年数(親
会社は10年、子会社は14年)
による按分額をそれぞれ発
生の翌期より費用処理して
おります。
過去勤務債務については、
従業員の平均残存勤務期間
以内の一定年数(親会社は
10年、子会社は14年)による
按分額をそれぞれ費用処理
することとしております。
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　 前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

⑥　役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に

備えるため、役員退職慰労

金規程に基づく中間連結会

計期間末要支給額を計上し

ております。

⑥　役員退職慰労引当金

同左

⑥　役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に

備えるため、役員退職慰労

金規程に基づく期末要支給

額を計上しております。

 

⑦　永年勤続慰労引当金

永年勤続の従業員に対する

内部規定に基づく慰労金の

支出に備えるため、支給見

込額に基づき計上しており

ます。

(会計処理の変更)

当社は、永年職務に精励し

た従業員に対して、心身を

リフレッシュし今後の新た

な活力を生み出すことを目

的として、一定期間ごとに

休暇を付与し慰労金を支給

するリフレッシュ休暇制度

に係る内部規定を設けてお

ります。

リフレッシュ休暇制度に係

る慰労金について、従来は、

支出時の費用として処理し

ておりましたが、勤怠管理

システム機能の充実化に伴

い合理的な見積もりが可能

になったことにより、期間

損益計算の適正化を図るた

め、当中間連結会計期間か

ら内部規定による支給見込

額に基づき引当計上する方

法に変更いたしました。

当該変更により営業利益及

び経常利益が２百万円、税

金等調整前中間純利益が

116百万円、中間純利益が70

百万円それぞれ減少してお

ります。なお、セグメント情

報に与える影響については

当該箇所に記載しておりま

す。
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前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

　(4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しておりま

す。なお、在外子会社等の資産

及び負債は、中間連結決算日

の直物為替相場により円貨に

換算し、収益及び費用は期中

平均相場により円貨に換算

し、換算差額は純資産の部に

おける為替換算調整勘定及び

少数株主持分に含めて計上し

ております。

　(4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準

同左

 

　(4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。

なお、在外子会社等の資産及

び負債は、連結決算日の直物

為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期中平均

相場により円貨に換算し、換

算差額は純資産の部における

為替換算調整勘定及び少数株

主持分に含めて計上しており

ます。

　(5) 重要なリース取引の処理方法

　　　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処

理によっております。

　(5) 重要なリース取引の処理方法

同左

 

　(5) 重要なリース取引の処理方法

同左

 

　(6) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会

計処理は税抜方式によって

おります。

　(6) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

消費税等の会計処理

同左

 

　(6) その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項

　　　消費税等の会計処理

同左

 

５　中間連結キャッシュ・フロー計
算書における資金の範囲
中間連結キャッシュ・フロー計
算書における資金(現金及び現
金同等物)は、手許現金、随時引
き出し可能な預金及び容易に換
金可能であり、かつ、価値の変動
について僅少なリスクしか負わ
ない取得日から３ヶ月以内に償
還期限の到来する短期投資から
なっております。

５　中間連結キャッシュ・フロー計
算書における資金の範囲

同左

５　連結キャッシュ・フロー計算書
における資金の範囲
連結キャッシュ・フロー計算書
における資金(現金及び現金同
等物)は、手許現金、随時引き出
し可能な預金及び容易に換金可
能であり、かつ、価値の変動につ
いて僅少なリスクしか負わない
取得日から３ヶ月以内に償還期
限の到来する短期投資からなっ
ております。
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表示方法の変更

　
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

(中間連結貸借対照表関係)

１　当中間連結会計期間より、改正後の中間連結財務諸

表規則に基づき、無形固定資産に区分掲記しており

ました「連結調整勘定」及び「その他」に含まれ

ておりました「営業権」は合算し、「のれん」と表

示しております。

２　前中間連結会計期間まで流動負債の「未払金」に含

めて表示しておりました「製品保証等引当金」は、

前連結会計年度から重要性が増したため、区分掲記

することといたしました。なお、前中間連結会計期

間の流動負債の「未払金」に含まれている「製品

保証等引当金」は112百万円であります。

―――――

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

１　当中間連結会計期間より、改正後の中間連結財務諸

表規則に基づき、「連結調整勘定償却額」及び「減

価償却費」の中に含まれておりました営業権の償

却費は合算し、「のれん償却額」として表示してお

ります。

２　前中間連結会計期間まで「未払金の増加額」に含

めて表示しておりました「製品保証等引当金の増

減額」は、前連結会計年度から重要性が増したた

め、区分掲記することといたしました。なお、前中

間連結会計期間の「未払金の増加額」に含まれて

いる「製品保証等引当金の増減額」は103百万円

であります。

 

―――――
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注記事項

(中間連結貸借対照表関係)

　
前中間連結会計期間末
(平成19年６月30日)

当中間連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成19年12月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額

54,133百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

52,316百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

51,728百万円

※２  のれん及び負ののれんの表示

のれん及び負ののれんは、相殺表示

しております。相殺前の金額は次の

とおりであります。

のれん 358百万円

負ののれん 215百万円

差引 143百万円

※２  のれん及び負ののれんの表示

のれん及び負ののれんは、相殺表示

しております。相殺前の金額は次の

とおりであります。

のれん 383百万円

負ののれん 154百万円

差引 229百万円

※２  のれん及び負ののれんの表示

のれん及び負ののれんは、相殺表示

しております。相殺前の金額は次の

とおりであります。

のれん 299百万円

負ののれん 184百万円

差引 115百万円

※３  中間連結会計期間末日満期手形の会

計処理については、手形交換日を

持って決済処理しております。

なお、当中間連結会計期間末日が金

融機関の休日であったため、次の中

間連結会計期間末日満期手形が、中

間連結会計期間末残高に含まれてお

ります。

受取手形 8百万円

支払手形 10百万円

設備支払手形 1百万円

また、一部の子会社においては、満期

日に決済が行われたものとして処理

しておりますので、次の中間連結会

計期間末日満期手形が、中間連結会

計期間末残高から除かれておりま

す。

受取手形 62百万円

 

※３  　　　　　―――――

 

※３　　　　　　―――――　　
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(中間連結損益計算書関係) 

　
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なものは、

次のとおりであります。

給与手当及び賞与 1,570百万円

賞与引当金繰入額 106百万円

退職給付費用 △8百万円

役員退職慰労引当金
繰入額

31百万円

役員賞与引当金繰入
額

20百万円

製品保証等引当金
繰入額

19百万円

研究開発費 2,008百万円

運搬費 668百万円

※１　販売費及び一般管理費の主なものは、

次のとおりであります。

給与手当及び賞与 1,678百万円

賞与引当金繰入額 119百万円

退職給付費用 9百万円

役員退職慰労引当金
繰入額

36百万円

役員賞与引当金繰入
額

21百万円

永年勤続慰労引当金
繰入額

2百万円

製品保証等引当金
繰入額

90百万円

研究開発費 3,136百万円

※１　販売費及び一般管理費の主なものは、

次のとおりであります。

給与手当及び賞与 3,320百万円

賞与引当金繰入額 111百万円

退職給付費用 16百万円

役員退職慰労引当金
繰入額

64百万円

役員賞与引当金繰入
額

42百万円

貸倒引当金繰入額 1百万円

製品保証等引当金繰
入額

171百万円

研究開発費 4,813百万円

※２　固定資産売却益の内容は、次のとおり

であります。
機械装置
及び運搬具

2百万円

工具器具及び備品 0百万円

計 2百万円

※２　固定資産売却益の内容は、次のとおり

であります。

土地 3,036百万円

工具器具及び備品 2百万円

計 3,038百万円

※２　固定資産売却益の内容は、次のとおり

であります。
機械装置
及び運搬具

101百万円

工具器具及び備品 0百万円

計 101百万円

※３　固定資産廃却損の内容は、次のとおり

であります。

建物及び構築物 0百万円

機械装置
及び運搬具

6百万円

工具器具及び備品 86百万円

計 92百万円

※３　固定資産廃却損の内容は、次のとおり

であります。

建物及び構築物 29百万円

機械装置
及び運搬具

5百万円

工具器具及び備品 34百万円

計 68百万円

※３　固定資産廃却損の内容は、次のとおり

であります。

建物及び構築物 19百万円

機械装置
及び運搬具

79百万円

工具器具及び備品 143百万円

無形固定資産 1百万円

計 242百万円

※４　固定資産売却損の内容は、次のとおり

であります。

機械装置及び運搬具 2百万円

計 2百万円

※４　固定資産売却損の内容は、次のとおり

であります。

機械装置及び運搬具 5百万円

計 5百万円

※４　固定資産売却損の内容は、次のとおり

であります。

建物及び構築物 1百万円

機械装置及び運搬具 3百万円

計 4百万円

※５　　　　　───── ※５　拠点再編費用の内容は、次のとおりで

あります。

当社の茨城工場再編費用69百万円で

あります。

※５　拠点再編費用の内容は、次のとおりで

あります。

当社の三鷹事業所を閉鎖したことに

よる建物廃却及び付帯費用315百万

円、本社開発センター移転関連費用

126百万円、茨城工場再編費用85百万

円であります。
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　 前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

※６　当社は、管理会計上の区分(事業部単

位)をグルーピングの単位とし、各グ

ループの中に撤退対象事業や処分予

定もしくは遊休となっている重要な

資産が存在する場合については個別

の物件ごとにグルーピングをしてお

ります。化成品メディア事業は、商品

の品質・コスト両面での市場競争力

の維持が困難であると判断し、平成

19年10月をもって生産打ち切りを決

定したため、同事業用資産について

は、平成19年10月末の帳簿価額の全

額を減損損失として、特別損失に計

上いたしました。

場所 用途 種類 減損損失

福井県

福井市

産業用

機器

設備等

機械装置 804百万円

建物 16百万円

工具器具 2百万円

また、一部の連結子会社で保有してい

るオプト事業用資産は、売却の可能性

がなく、営業利益が継続してマイナス

であり、将来キャッシュ・フローもマ

イナスが見込まれるため、帳簿価額の

全額を減損損失として特別損失に計

上しております。

場所 用途 種類 減損損失

山梨県

南巨摩郡

増穂町

オプト

製品生産

設備等

工具器具

及び備品
5百万円

AYUTTHAYA

THAILAND

オプト

製品生産

設備等

建物及び

構築物
2百万円

機械装置

及び

運搬具

17百万円

工具器具

及び備品
24百万円

 

※６  減損損失の内訳は、次のとおりであり

ます。

当社グループでは、管理会計上の区分

(事業部単位)をグルーピングの単位

とし、各グループの中に撤退対象事業

や処分予定もしくは遊休となってい

る重要な資産が存在する場合につい

ては個別の物件ごとにグルーピング

をしております。

一部の連結子会社で保有しているオ

プト事業用資産は、売却の可能性がな

く、営業利益が継続してマイナスであ

り、将来キャッシュ・フローもマイナ

スが見込まれるため、帳簿価額の全額

を減損損失として特別損失に計上し

ております。

場所 用途 種類 減損損失

山梨県

南巨摩郡

増穂町

オプト

製品生産

設備等

機械装置

及び

運搬具

3百万円

工具器具

及び備品
8百万円

無形固定

資産

その他

0百万円

HONG KONG

オプト

製品生産

設備等

建物及び

構築物
2百万円

機械装置

及び

運搬具

9百万円

工具器具

及び備品
11百万円

 

※６  減損損失の内容は、次のとおりであ

ります。

当社グループでは、管理会計上の区分

(事業部単位)をグルーピングの単位

とし、各グループの中に撤退対象事業

や処分予定もしくは遊休となってい

る重要な資産が存在する場合につい

ては個別の物件ごとにグルーピング

をしております。

当社の福井事業所において生産して

おりましたインクジェットプリンタ

用フォト光沢紙ならびにジアゾ光沢

紙につきまして、事業採算性の観点や

市場での競争力低下等の理由により

撤退いたしました。撤退により今後使

用見込みのない生産設備の帳簿価額

について、回収見込みがないため備忘

価額まで減額し、当該減少額を特別損

失に計上いたしました。

また一部の連結子会社で保有してい

るオプト事業用資産は、売却の可能性

がなく、営業利益が継続してマイナス

であり、将来キャッシュ・フローもマ

イナスが見込まれるため、帳簿価額の

全額を減損損失として特別損失に計

上しております。

場所 用途 種類 減損損失

福井県

福井市

メディア

製品生産

設備等

建物及び

構築物
16百万円

機械装置

及び

運搬具

847百万円

工具器具

及び備品
2百万円

山梨県

南巨摩郡

増穂町

オプト

製品生産

設備等

工具器具

及び備品
8百万円

AYUTTHAYA

THAILAND

オプト

製品生産

設備等

建物及び

構築物
2百万円

機械装置

及び

運搬具

17百万円

工具器具

及び備品
29百万円

 

※７　　　　　――――― ※７　関係会社再編費用の内訳は、次のとお

りであります。

連結経営の柔軟性及び効率性を追求

することを目的に行った、連結子会社

の再編費用であり、THAI NISCA 

CO., LTD.の解散決議に伴う費用243

百万円及びニスカ(株)公開買付に伴

う費用83百万円であります。

 

※７　　　　　―――――
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(中間連結株主資本等変動計算書関係)

前中間連結会計期間(自  平成19年１月１日  至  平成19年６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 42,383,732 ― ― 42,383,732

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 153,416 1,758 559 154,615

(変動事由の概要)
増加数の内容は、次のとおりであります。
単元未満株式の買取りによる増加  1,758株
減少数の内容は、次のとおりであります。
単元未満株式の市場への処分による減少  559株

　

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成19年３月27日
株主総会

普通株式 845 20平成18年12月31日 平成19年３月28日

　

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるも

の

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年７月24日
取締役会

普通株式 利益剰余金 633 15平成19年６月30日 平成19年８月24日
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当中間連結会計期間(自  平成20年１月１日  至  平成20年６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 42,383,732 ― ― 42,383,732

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 155,855 1,264 907 156,212

(変動事由の概要)
増加数の内容は、次のとおりであります。
単元未満株式の買取りによる増加  1,264株
減少数の内容は、次のとおりであります。
単元未満株式の市場への処分による減少  907株

　

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成20年３月26日
株主総会

普通株式 633 15平成19年12月31日平成20年３月27日

　

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるも

の

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年７月22日
取締役会

普通株式 利益剰余金 633 15平成20年６月30日平成20年８月26日
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前連結会計年度(自  平成19年１月１日  至  平成19年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 42,383,732 ― ― 42,383,732

　
　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 153,416 3,495 1,056 155,855

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　単元未満株式の買取りによる増加  3,495株

減少数の主な内訳は、次の通りであります。

　単元未満株式の市場への処分による減少  1,056株

　
　
３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年3月27日
定時株主総会

普通株式 845 20平成18年12月31日 平成19年3月28日

平成19年7月24日
取締役会

普通株式 633 15 平成19年6月30日 平成19年8月24日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年3月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 633 15平成19年12月31日 平成20年3月27日
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に記載されて

いる科目と金額の関係

現金及び預金勘定 30,209百万円

有価証券勘定 142百万円

計 30,351百万円

預入期間が３ヶ月
を超える
定期預金等

△71百万円

現金及び現金同等
物の中間期末残高

30,280百万円

 

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に記載されて

いる科目と金額の関係

現金及び預金勘定 26,779百万円

有価証券勘定 70百万円

計 26,849百万円

預入期間が３ヶ月
を超える
定期預金等

△19百万円

現金及び現金同等
物の中間期末残高

26,830百万円

 

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に記載されている科目

と金額の関係

現金及び預金勘定 26,902百万円

有価証券勘定 8,122百万円

計 35,024百万円

預入期間が３ヶ月
を超える
定期預金等

△71百万円

現金及び現金同等
物の期末残高

34,953百万円

 

　

　

(リース取引関係)

　
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額
工具器具
及び備品
(百万円)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額
相当額 400 129 529

減価償却
累計額
相当額

202 101 303

中間
期末残高
相当額

198 28 226

　　なお、取得価額相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額
工具器具
及び備品
(百万円)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額
相当額 254 22 276

減価償却
累計額
相当額

120 9 129

中間
期末残高
相当額

134 13 147

同左

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額
工具器具
及び備品
(百万円)

無形固定資産
その他
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額
相当額 286 69 355

減価償却
累計額
相当額

117 52 169

期末残高
相当額 169 17 186

　　なお、取得価額相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。

②　未経過リース料中間期末残高相当額

１年以内 95百万円

１年超 136百万円

合計 231百万円

　　なお、未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。

②　未経過リース料中間期末残高相当額

１年以内 67百万円

１年超 80百万円

合計 147百万円

同左

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 76百万円

１年超 112百万円

合計 188百万円

　　なお、未経過リース料期末残高相当額は、

未経過リース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しておりま

す。

③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 66百万円

減価償却費相当額 58百万円

③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 41百万円

減価償却費相当額 40百万円

③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 124百万円

減価償却費相当額 112百万円

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。

④　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法によっております。
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(有価証券関係)

前中間連結会計期間末(平成19年６月30日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

　

取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

(1) 株式 848 2,076 1,228

(2) その他 39 59 20

合計 887 2,135 1,248

　

２　時価評価されていない主な有価証券

　
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

その他有価証券

　割引商工債券 71

　公社債投信 71

　

　

当中間連結会計期間末(平成20年６月30日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

　

取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

(1) 株式 854 1,583 729

(2) その他 35 31 △4

合計 889 1,614 725

　

２　時価評価されていない主な有価証券

　
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

その他有価証券

　公社債投信等 70
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前連結会計年度末(平成19年12月31日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

　

取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

(1) 株式 851 1,816 965

(2) その他 34 32 △2

合計 885 1,848 963

　

２　時価評価されていない主な有価証券

　
連結貸借対照表計上額

(百万円)

その他有価証券

　公社債投信 71

　割引商工債券 51

合計 122

　

EDINET提出書類

キヤノンファインテック株式会社(E02317)

半期報告書

39/76



(デリバティブ取引関係)

前中間連結会計期間末(平成19年６月30日)

１　通貨関連

　

区分 種類
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超(百万円)

時価(百万円)
評価損益
(百万円)

市場取引以外の取引

為替予約取引

売建　米ドル 1,267 (―) 1,263 4

買建　米ドル 3,324 (―) 3,329 5

合計 ― (―) ― 9

(注)　時価の算定方法

１.　為替予約取引は、先物為替相場によっております。 

　

　

当中間連結会計期間末(平成20年６月30日)

１　通貨関連

　

区分 種類
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超(百万円)

時価(百万円)
評価損益
(百万円)

市場取引以外の取引

為替予約取引

売建　米ドル 479 (―) 472 7

買建　米ドル 2,154 (―) 2,114 △40

合計 ― (―) ― △33

(注)　時価の算定方法

１.　為替予約取引は、先物為替相場によっております。 

　

前連結会計年度末(平成19年12月31日)

１　通貨関連

　

区分 種類
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超(百万円)

時価(百万円)
評価損益
(百万円)

市場取引以外の取引

為替予約取引

売建　米ドル 696 (―) 704 △8

買建　米ドル 2,054 (―) 2,070 16

合計 ― (―) ― 8

(注)　時価の算定方法

１.　為替予約取引は、先物為替相場によっております。 
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前中間連結会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日)
　

事務機
(百万円)

産業用プリンタ
・その他
(百万円)

計(百万円)
消去又は全社
(百万円)

連結(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業利益

　　売上高

　　１　外部顧客に対する
　　　　売上高

70,389 16,559 86,948 ― 86,948

　　２　セグメント間の内部
　　　　売上高又は振替高

― 861 861 (861) ―

計 70,389 17,420 87,809 (861) 86,948

　　営業費用 63,890 16,509 80,399 402 80,802

　　営業利益 6,499 911 7,410 (1,264) 6,146

(注) １　事業区分の方法は、内部管理上採用している区分に基づいております。

２　各区分の主な製品は以下のとおりであります。

(1) 事務機………………………デジタル複合機、レーザビームプリンタ、事務機周辺機器、事務機機構ユニット

(2) 産業用プリンタ・その他…フルカラーカードプリンタ、フルカラーラベルプリンタ、大判プリンタ、マーク

プリンタ、OPC(有機光導電体)、インクジェットプリンタ用フォト光沢紙、デジタ

ルカメラ用シャッターユニット、IDカードプリンタ等

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(1,262百万円)の主なものは、親会社本社の総

務部門等、一般管理部門に係る費用であります。
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当中間連結会計期間(自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日)
　

事務機
(百万円)

産業用プリンタ
・その他
(百万円)

計(百万円)
消去又は全社
(百万円)

連結(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業利益

　　売上高

　　１　外部顧客に対する
　　　　売上高

63,444 15,538 78,982
―
 

78,982

　　２　セグメント間の内部
　　　　売上高又は振替高

―
 

1,166 1,166 (1,166)
―
 

計 63,444 16,704 80,148 (1,166) 78,982

　　営業費用 58,163 16,270 74,433 178 74,611

　　営業利益 5,281 434 5,715 (1,344) 4,371

(注) １　事業区分の方法は、内部管理上採用している区分に基づいております。

２　各区分の主な製品は以下のとおりであります。

(1) 事務機………………………デジタル複合機、レーザビームプリンタ、事務機周辺機器、事務機機構ユニット

(2) 産業用プリンタ・その他…フルカラーカードプリンタ、フルカラーラベルプリンタ、大判プリンタ、マーク

プリンタ、OPC(有機光導電体)、デジタルカメラ用シャッタユニット、IDカードプ

リンタ等

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(1,350百万円)の主なものは、親会社本社

の総務部門等、一般管理部門に係る費用であります。

４　会計処理の変更

（1）「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の「追加情報」に記載のとおり、法人税法の

改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した資産について、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適

用により、取得価額の５％に達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額と

の差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。

これにより、従来の方法によった場合と比較して、当中間連結会計期間の営業費用は、事務機事業において126

百万円、産業用プリンタ・その他事業において30百万円、消去又は全社において１百万増加し、営業利益が同

額減少しております。

（2）「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の「会計処理の変更」に記載のとおり、永年

職務に精励した従業員に対して、一定期間ごとに休暇を付与し慰労金を支給するリフレッシュ休暇制度に係

る内部規定を設けております。リフレッシュ休暇制度に係る慰労金について、従来は、支出時の費用として処

理しておりましたが、勤怠管理システム機能の充実化に伴い合理的な見積もりが可能になったことにより、期

間損益計算の適正化を図るため、当連結中間会計期間から内部規定による支給見込額に基づき引当金計上す

る方法に変更いたしました。当該変更による営業費用・営業利益の影響額は軽微であります。
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前連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

　

事務機
(百万円)

産業用プリンタ
・その他
(百万円)

計(百万円)
消去又は全社
(百万円)

連結(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業利益

　　売上高

　　１　外部顧客に対する
　　　　売上高

139,666 31,911 171,577
―
 

171,577

　　２　セグメント間の内部
　　　　売上高又は振替高

―
 

1,806
 

1,806 (1,806)
―
 

計 139,666 33,717 173,383 (1,806)171,577

　　営業費用 127,774 32,347 160,121 906 161,027

　　営業利益 11,892 1,370 13,262 (2,712) 10,550

(注) １　事業区分の方法は、内部管理上採用している区分に基づいております。

２　各区分の主な製品は以下のとおりであります。

(1) 事務機………………………デジタル複合機、レーザビームプリンタ、事務機周辺機器、事務機機構ユニット

(2) 産業用プリンタ・その他…フルカラーカードプリンタ、フルカラーラベルプリンタ、大判プリンタ、マーク

プリンタ、OPC(有機光導電体)、デジタルカメラ用シャッタユニット、IDカードプ

リンタ等

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(2,725百万円)の主なものは、親会社本社の総

務部門等、一般管理部門に係る費用であります。

４　会計処理の変更

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の「会計処理の変更」に記載のとおり、当連結会計年

度より、法人税法の改正に伴い、平成19年４月１日以降取得の固定資産については、改正法人税法に規定する

償却方法により、減価償却費を計上しております。

これにより、従来の方法によった場合と比較して、当連結会計年度の営業費用は、事務機事業において95百万

円、産業用プリンタ・その他事業において23百万円、消去又は全社において33百万増加し、営業利益が同額減

少しております。
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【所在地別セグメント情報】

前中間連結会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日)

　

日本(百万円) アジア(百万円) 計(百万円)
消去又は全社
(百万円)

連結(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業利益

　　売上高

　　１　外部顧客に対する
　　　　売上高

71,587 15,361 86,948 ― 86,948

　　２　セグメント間の内部
　　　　売上高又は振替高

262 42,838 43,100 (43,100) ―

計 71,849 58,199 130,048 (43,100)86,948

　　営業費用 67,114 55,600 122,714 (41,912)80,802

　　営業利益 4,735 2,599 7,334 (1,188) 6,146

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　　　アジア：中国、タイ

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(1,262百万円)の主なものは、親会社本社の総

務部門等、一般管理部門に係る費用であります。

　

当中間連結会計期間(自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日)

　

日本(百万円) アジア(百万円) 計(百万円)
消去又は全社
(百万円)

連結(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業利益

　　売上高

　　１　外部顧客に対する
　　　　売上高

68,131 10,851 78,982
―
 

78,982

　　２　セグメント間の内部
　　　　売上高又は振替高

62 41,911 41,973 (41,973)
―
 

計 68,193 52,762 120,955 (41,973)78,982

　　営業費用 65,088 50,051 115,139 (40,528)74,611

　　営業利益 3,105 2,711 5,816 (1,445) 4,371

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　　　アジア：中国、タイ

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(1,350百万円)の主なものは、親会社本社の総

務部門等、一般管理部門に係る費用であります。

４　会計処理の変更

（1）「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の「追加情報」に記載のとおり、法人税法の

改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した資産について、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適

用により、取得価額の５％に達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額と

の差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。

これにより、従来の方法によった場合と比較して、当中間連結会計期間の営業費用は、日本において157百万円

増加し、営業利益が同額減少しております。

（2）「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の「会計処理の変更」に記載のとおり、永年

職務に精励した従業員に対して、一定期間ごとに休暇を付与し慰労金を支給するリフレッシュ休暇制度に係

る内部規定を設けております。リフレッシュ休暇制度に係る慰労金について、従来は、支出時の費用として処

理しておりましたが、勤怠管理システム機能の充実化に伴い合理的な見積もりが可能になったことにより、期

間損益計算の適正化を図るため、当連結中間会計期間から内部規定による支給見込額に基づき引当金計上す

る方法に変更いたしました。当該変更による営業費用・営業利益の影響額は軽微であります。
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前連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

　

日本(百万円) アジア(百万円) 計(百万円)
消去又は全社
(百万円)

連結(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業利益

　　売上高

　　１　外部顧客に対する
　　　　売上高

142,612 28,965 171,577
―
 

171,577

　　２　セグメント間の内部
　　　　売上高又は振替高

467 86,382 86,849 (86,849)
―
 

計 143,079 115,347 258,426 (86,849)171,577

　　営業費用 134,750 110,504 245,254 (84,227)161,027

　　営業利益 8,329 4,843 13,172 (2,622) 10,550

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　　　アジア：中国、タイ

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(2,725百万円)の主なものは、親会社本社の総

務部門等、一般管理部門に係る費用であります。

４　会計処理の変更

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の「会計処理の変更」に記載のとおり、当連結会計年

度より、法人税法の改正に伴い、平成19年４月１日以降取得の固定資産については、改正法人税法に規定する

償却方法により、減価償却費を計上しております。

これにより、従来の方法によった場合と比較して、当連結会計年度の営業費用は、日本において118百万円、消

去又は全社で33百万円増加し、営業利益が同額減少しております。
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【海外売上高】

前中間連結会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日)

アジア
(百万円)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

Ⅰ　海外売上高 14,686 1,666 16,352

Ⅱ　連結売上高 86,948

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合（％）

16.9 1.9 18.8

(注)１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。
２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

アジア：中国、韓国、シンガポール他
その他：アメリカ、ドイツ、オランダ他

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

当中間連結会計期間(自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日)

アジア
(百万円)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

Ⅰ　海外売上高 9,460 1,869 11,329

Ⅱ　連結売上高 78,982

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合（％）

12.0 2.3 14.3

(注)１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。
２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

アジア：中国、シンガポール、韓国他
その他：アメリカ、ドイツ、オランダ他

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

前連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

アジア
(百万円)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

Ⅰ　海外売上高 27,457 3,229 30,686

Ⅱ　連結売上高 171,577

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合（％）

16.0 1.9 17.9

(注)１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。
２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

アジア：中国、シンガポール、韓国他
その他：アメリカ、ドイツ、オランダ他

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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(１株当たり情報)

　

項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１株当たり純資産額 1,593円38銭 1,705円34銭 1,622円08銭

１株当たり中間(当期)純利益 69円27銭 128円21銭 135円63銭

潜在株式調整後
１株当たり中間(当期)純利益

潜在株式が存在しないため
記載しておりません。
 

　　　　　同左
 

　　　　　同左

注) 算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

前中間連結会計期間末
(平成19年６月30日)

当中間連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成19年12月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 78,581 73,696 79,444

普通株式に係る純資産額(百万円) 67,287 72,013 68,497

純資産の部の合計額と１株当たり純
資産額の算定に用いられた普通株式
に係る純資産額との差額の主な内訳
(百万円)
少数株主持分 11,294 1,683 10,947

普通株式の発行済株式数 42,383,732 42,383,732 42,383,732

普通株式の自己株式数 154,615 156,212 155,855

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数

42,229,117 42,227,520 42,227,877

　

２　１株当たり中間(当期)純利益

　
前中間連結会計期間
(自平成19年１月１日
至平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自平成20年１月１日
至平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自平成19年１月１日
至平成19年12月31日)

中間(当期)純利益(百万円) 2,925 5,414 5,728

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― ―

普通株式に係る中間(当期)純利益
(百万円)

2,925 5,414 5,728

普通株式の期中平均株式数(株) 42,229,749 42,227,883 42,229,142
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(重要な後発事象)

前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

――――― 株式交換によるニスカ株式会社の完
全子会社化
 
　当社は、平成20年７月１日付で、ニス
カ株式会社（以下「ニスカ」といい
ます。）を完全子会社とする株式交換
を実施いたしました。
 
１.株式交換による完全子会社化の目
的 
　当社グループの収益の柱である事務
機周辺機器は、事務機本体メーカーに
よる周辺機器の自主開発・生産の開
始、事務機器の低価格化に伴う周辺機
器の利益率の低下、POD機種への周辺
機器開発・生産投資の巨額化などに
より大きく変動しており、将来は予断
を許さないものとなっております。そ
こで、当社グループは、平成22年の目
標達成に向け、事務機周辺機器事業の
再構築を最大の課題とし、事務機事業
の一層の拡大に向けて、より強固な事
業基盤を確立するために、MFPは当社
に、事務機周辺機器はニスカにと、事
業ドメインを明確にすることで、開発
設計の強化と差別化製品の事業展開
の加速化とを行うこととし、これによ
り、事務機周辺機器の業界No.1を目指
しております。このために、収益の外
部流出を回避しつつ、更なる経営資源
をニスカに投入し、連結経営の柔軟性
及び効率性を追求するためにも、当社
は、ニスカを完全子会社化することを
決定いたしました。今後は、ニスカの
強固な開発力及び生産革新による
ローコストオペレーションと当社の
経営リソースとの有機的な融合を
図っていくことが可能になると考え
られることから、当社と共に、事務機
周辺機器業界を主導し、グループシナ
ジーの最大化を図っていくことが、ニ
スカの企業価値向上を実現させてい
くために最善であると判断いたしま
した。
 

公開買付けによる株式取得

 

平成20年２月１日開催の取締役会
において、当社の連結子会社であり
ますニスカ㈱の普通株式を完全子会
社化することを目的とした公開買付
けにより取得することを決議いたし
ました。これに基づき、平成20年２月
４日から平成20年３月17日まで公開
買付けを実施し、株式を取得しまし
た。その概要は次のとおりでありま
す。

 

１．公開買付けの目的

　　当社のコア事業の１つである事務
機事業の一層の拡大に向けて、Ｍ
ＦＰは当社に、事務機周辺機器は
ニスカ㈱にと、事業ドメインを明
確にすることで、開発設計の強化
と差別化製品の事業展開の加速化
とを行なうこととし、事務機周辺
機器の業界No.1を目指してまいり
ます。このために、収益の外部流出
を回避しつつ、更なる経営資源を
対象者に投入し、連結経営の柔軟
性及び効率性を追求することを目
的とし、公開買付けを実施しまし
た。

 

２．公開買付けの対象会社の名称、事

業内容等

(1)名称 ニスカ株式会社

(2)事業内容OA機器、光学計測器

等の開発、製造及び

販売

 

３．買付け等の期間

平成20年２月４日から平成20年３

月17日
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　 前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

 

２.株式交換の要旨 
(1)株式交換の日程 
　　株式交換決議取締役会(両社) 
　　　　平成20年４月30日(水) 
　　株式交換契約締結 
　　　　平成20年４月30日(水) 
　　上場廃止日(ニスカ株式会社) 
　　　　平成20年６月25日(水) 
　　株式交換日(効力発生日) 
　　　　平成20年７月１日(火) 
　　株券交付日 
　　　　平成20年９月１日(月)
 
(2)株式交換に係る割当ての内容

会社名

キヤノン
ファインテッ
ク株式会社

ニスカ
株式会社

(完全親会社)(完全子会社)

株式交換
に係る割
当ての内
容

１ 1.40

株式交換
により発
行する新
株式数

普通株式：149,511株　　　　　　
　　　　　　　(当社は、その保有す
る自己株式154,753株を本株
式交換による株式の割当て
に充当しました。)

 
３.株式交換の相手会社の概要
　(平成19年12月31日現在)

(1)商号 ニスカ株式会社

(2)事業内容
OA機器、光学計測機器
の開発・製造及び販売

(3)設立年月日昭和35年１月８日

(4)本店所在地
山梨県南巨摩郡増穂町
小林430番地1

(5)代表者の役
職・氏名

代表取締役社長　
　田中　守

(6)資本金 2,102百万円

 

４．取得した株式の数、取得価額並
びに取得前及び取得後の持分比率
取得した株式の数：4,804,492株
取得価額：１株につき2,010円
総額：9,657百万円
取得前の持分比率：51.0％
取得後の持分比率：97.9％

 
５．支払資金の調達方法及び支払方
法

　　当社は、公開買付け資金として、
9,657百万円を充当しました。ま
た、買付け代金は応募株主等の指
示により、決済の開始日以後遅滞
なく、公開買付け代理人から応募
株主等の指定した場所へ送金する
か、公開買付け代理人の本店又は
全国各支店にて支払いました。な
お、公開買付け資金は、自己資金を
充当しました。
 
６．対象会社との公開買付けに関す
る合意

　　本公開買付けについて、対象会社
の取締役会は賛同の意を表明して
おります。

 

７．その他重要な特約等

　　当社及びニスカ㈱は、本公開買付
け終了後、当社を完全親会社とし、
ニスカ㈱を完全子会社とする株式
交換を実施する予定であります。

　　ニスカ㈱株式はジャスダック証券
取引所に上場されておりますが、
当社は、本公開買付けにおいて買
付けを行う株券等の数に上限を設
定していないため、本公開買付け
の結果次第では、流動性等にかか
るジャスダック証券取引所の上場
廃止基準に従い、本公開買付けの
完了をもって、所定の手続きを経
て上場廃止となる可能性がありま
す。また、本公開買付けの完了時点
で、当該基準に該当しない場合で
も、対象会社が本株式交換により
当社の完全子会社となることが予
定されておりますので、上記のと
おりジャスダック証券取引所の上
場廃止基準に従い所定の手続きを
経て上場廃止なる見込みでありま
す。上場廃止後は対象会社株式に
かかる株券をジャスダック証券取
引所において取引きすることがで
きなくなります。
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(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【中間財務諸表等】

(1) 【中間財務諸表】

① 【中間貸借対照表】

　

前中間会計期間末

(平成19年６月30日)

当中間会計期間末

(平成20年６月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表
(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 9,119 10,998 11,579

　２　受取手形 ※２ 81 71 50

　３　売掛金 32,469 27,124 25,720

　４　たな卸資産 2,689 2,452 2,467

　５　未収入金 4,655 1,737 2,743

　６　繰延税金資産 308 290 456

　７　その他 227 183 157

　　　貸倒引当金 △9 △7 △7

　　　流動資産合計 49,53960.1 42,84850.7 51,16560.7

Ⅱ　固定資産

　１  有形固定資産 ※１

　　(1)　建物 3,999 10,243 10,620

　　(2)　機械及び装置 1,090 941 920

　　(3)　工具器具及び

　　　　　備品
3,153 2,586 2,911

　　(4)　土地 9,551 9,462 9,551

　　(5)　建設仮勘定 4,987 52 155

　　(6)　その他 233 357 389

　　　　　　　 計 23,013 23,641 24,546

　２  無形固定資産 266 361 363

　３  投資その他の資産

　　(1)　投資有価証券 647 411 450

　　(2)　関係会社株式 5,474 15,293 5,474

　　(3)　関係会社出資金 2,406 1,790 1,790

　　(4)　繰延税金資産 814 ― 378

　　(5)  その他 452 353 372

　　　　　貸倒引当金 △215 △173 △189

　　　　　　　 計 9,578 17,674 8,275

　　　固定資産合計 32,85739.9 41,67649.3 33,18439.3

　　　資産合計 82,396100.0 84,524100.0 84,349100.0
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前中間会計期間末

(平成19年６月30日)

当中間会計期間末

(平成20年６月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表
(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形 ※２ 765 686 633

　２　買掛金 19,499 16,061 15,303

　３　短期借入金 ― 100 ―

　４　未払法人税等 1,221 1,033 1,021

　５　賞与引当金 182 206 199

　６  役員賞与引当金 11 13 25

　７　製品保証等引当金 82 94 76

　８　その他 ※２ 2,529 2,137 5,908

　　　流動負債合計 24,28929.5 20,33024.0 23,16527.5

Ⅱ　固定負債

　１　繰延税金負債 ― 413 ―

　２　退職給付引当金 1,316 941 1,112

　３　役員退職慰労引当金 74 107 93

　４　永年勤続慰労引当金 ― 106 ―

　　　固定負債合計 1,3901.7 1,5671.9 1,2051.4

　　　負債合計 25,67931.2 21,89725.9 24,37028.9
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前中間会計期間末

(平成19年６月30日)

当中間会計期間末

(平成20年６月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表
(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 3,4514.2 3,4514.1 3,4514.1

　２　資本剰余金

　　(1) 資本準備金 14,041 14,041 14,041

　　(2) その他資本剰余金 16 16 16

　　　資本剰余金合計 14,05717.0 14,05716.6 14,05716.7

　３　利益剰余金

　　(1) 利益準備金 661 661 661

　　(2) その他利益剰余金

　　　　固定資産

　　　　圧縮積立金
314 1,606 301

　　　　特別償却準備金 26 9 14

　　　　別途積立金 31,809 31,809 31,809

　　　　繰越利益剰余金 6,375 11,150 9,778

　　　利益剰余金合計 39,18547.6 45,23553.5 42,56350.4

　４　自己株式 △244△0.3 △247△0.3 △246△0.3

　　　株主資本合計 56,44968.5 62,49673.9 59,82570.9

Ⅱ　評価・換算差額等

　　　その他有価証券

　　　評価差額金
268 0.3 131 0.2 154 0.2

　　　評価・換算差額等

　　　合計
268 0.3 131 0.2 154 0.2

　　　純資産合計 56,71768.8 62,62774.1 59,97971.1

　　　負債純資産合計 82,396100.0 84,524100.0 84,349100.0
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② 【中間損益計算書】

　

前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間

(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 62,864100.0 60,792100.0 126,159100.0

Ⅱ　売上原価 54,75887.1 52,74686.8 109,93087.1

　　　売上総利益 8,10612.9 8,04613.2 16,22912.9

Ⅲ　販売費及び一般管理費 4,6057.3 5,8559.6 10,1938.1

　　　営業利益 3,5015.6 2,1913.6 6,0364.8

Ⅳ　営業外収益 ※１ 1,0291.6 447 0.7 3,5112.8

Ⅴ　営業外費用 ※２ 179 0.3 98 0.1 203 0.2

　　　経常利益 4,3516.9 2,5404.2 9,3447.4

Ⅵ　特別利益 ※３ 4 0.0 3,0545.0 833 0.7

Ⅶ　特別損失 ※4.5 903 1.4 252 0.4 1,5861.3

　　　税引前中間(当期)

　　　純利益
3,4525.5 5,3428.8 8,5916.8

　　　法人税、住民税

　　　及び事業税
1,307 1,065 2,068

　　　法人税等調整額 △130 1,1761.9 972 2,0373.4 234 2,3021.8

　　　中間(当期)純利益 2,2763.6 3,3055.4 6,2895.0
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③ 【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日)

　

項目

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本

剰余金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益

剰余金

利益剰余金

合計

平成18年12月31日残高(百万円) 3,451 14,041 16 14,057 661 37,092 37,753

中間会計期間中の変動額

　剰余金の配当 ― △844 △844

　中間純利益 ― 2,276 2,276

　自己株式の取得 ― ―

　自己株式の処分 0 0 ―

　株主資本以外の項目の中間

　会計期間中の変動額(純額)
― ―

中間会計期間中の変動額合計

(百万円)
― ― 0 0 ― 1,432 1,432

平成19年６月30日残高(百万円) 3,451 14,041 16 14,057 661 38,524 39,185

　

項目

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算差額等

合計

平成18年12月31日残高(百万円) △241 55,020 254 254 55,274

中間会計期間中の変動額

　剰余金の配当 △844 △844

　中間純利益 2,276 2,276

　自己株式の取得 △4 △4 △4

　自己株式の処分 1 1 1

　株主資本以外の項目の中間

　会計期間中の変動額(純額)
― 14 14 14

中間会計期間中の変動額合計

(百万円)
△3 1,429 14 14 1,443

平成19年６月30日残高(百万円) △244 56,449 268 268 56,717

　（注）その他利益剰余金の内訳

項目
固定資産

圧縮積立金

特別償却

準備金
別途積立金 繰越利益剰余金 合計

平成18年12月31日残高(百万円) 316 38 31,809 4,929 37,092

中間会計期間中の変動額

　剰余金の配当 △844 △844

　固定資産圧縮積立金の取崩 △2 2 ―

　特別償却準備金の取崩 △12 12 ―

　中間純利益 2,276 2,276

中間会計期間中の変動額合計

(百万円)
△2 △12 ― 1,446 1,432

平成19年６月30日残高(百万円) 314 26 31,809 6,375 38,524
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当中間会計期間(自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日)

　

項目

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本

剰余金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益

剰余金

利益剰余金

合計

平成19年12月31日残高(百万円) 3,451 14,041 16 14,057 661 41,902 42,563

中間会計期間中の変動額

　剰余金の配当 ― △633 △633

　中間純利益 ― 3,305 3,305

　自己株式の取得 ― ―

　自己株式の処分 △0 △0 ―

　株主資本以外の項目の中間

　会計期間中の変動額(純額)
― ―

中間会計期間中の変動額合計

(百万円)
― ― △0 △0 ― 2,672 2,672

平成20年６月30日残高(百万円) 3,451 14,041 16 14,057 661 44,574 45,235

　

項目

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算差額等

合計

平成19年12月31日残高(百万円) △246 59,825 154 154 59,979

中間会計期間中の変動額

　剰余金の配当 △633 △633

　中間純利益 3,305 3,305

　自己株式の取得 △2 △2 △2

　自己株式の処分 1 1 1

　株主資本以外の項目の中間

　会計期間中の変動額(純額)
― △23 △23 △23

中間会計期間中の変動額合計

(百万円)
△1 2,671 △23 △23 2,648

平成20年６月30日残高(百万円) △247 62,496 131 131 62,627

　（注）その他利益剰余金の内訳

項目
固定資産

圧縮積立金

特別償却

準備金
別途積立金 繰越利益剰余金 合計

平成19年12月31日残高(百万円) 301 14 31,809 9,778 41,902

中間会計期間中の変動額

　剰余金の配当 △633 △633

　固定資産圧縮積立金の積立 1,306 △1,306 ―

　固定資産圧縮積立金の取崩 △1 1 ―

　特別償却準備金の取崩 △5 5 ―

　中間純利益 3,305 3,305

中間会計期間中の変動額合計

(百万円)
1,305 △5 ― 1,372 2,672

平成20年６月30日残高(百万円) 1,606 9 31,809 11,150 44,574
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前事業年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

項目

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本

剰余金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益

剰余金

利益剰余金

合計

平成18年12月31日残高(百万円) 3,451 14,041 16 14,057 661 37,092 37,753

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 ― △1,479 △1,479

　当期純利益 ― 6,289 6,289

　自己株式の取得 ― ―

　自己株式の処分 0 0 ―

　株主資本以外の項目の

　事業年度中の変動額(純額)
― ―

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― 0 0 ― 4,810 4,810

平成19年12月31日残高(百万円) 3,451 14,041 16 14,057 661 41,902 42,563

　

項目

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算差額等

合計

平成18年12月31日残高(百万円) △241 55,020 254 254 55,274

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 △1,479 △1,479

　当期純利益 6,289 6,289

　自己株式の取得 △7 △7 △7

　自己株式の処分 2 2 2

　株主資本以外の項目の

　事業年度中の変動額(純額)
― △100 △100 △100

事業年度中の変動額合計(百万円) △5 4,805 △100 △100 4,705

平成19年12月31日残高(百万円) △246 59,825 154 154 59,979

　（注）その他利益剰余金の内訳
　

項目
固定資産

圧縮積立金

特別償却

準備金
別途積立金 繰越利益剰余金 合計

平成18年12月31日残高(百万円) 316 38 31,809 4,929 37,092

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 △1,479 △1,479

　固定資産圧縮積立金の取崩 △15 15 ―

　特別償却準備金の取崩 △24 24 ―

　当期純利益 6,289 6,289

事業年度中の変動額合計(百万円) △15 △24 ― 4,849 4,810

平成19年12月31日残高(百万円) 301 14 31,809 9,778 41,902
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

　
前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１　資産の評価基準及び評価方法
　(1) 有価証券
　　①　子会社株式
　　　移動平均法による原価法

１　資産の評価基準及び評価方法
　(1) 有価証券
　　①　子会社株式

同左

１　資産の評価基準及び評価方法
　(1) 有価証券
　　①　子会社株式

同左

　　②　その他有価証券
　　　時価のあるもの

…中間決算末日の市場価格
等に基づく時価法(評価差
額は全部純資産直入法によ
り処理し、売却原価は移動
平均法により算定)

　　②　その他有価証券
　　　時価のあるもの

同左

　　②　その他有価証券
　　　時価のあるもの

…決算末日の市場価格等に
基づく時価法(評価差額は
全部純資産直入法により処
理し、売却原価は移動平均
法により算定)

　　　時価のないもの
　　　　…移動平均法による原価法

　　　時価のないもの
同左

　　　時価のないもの
同左

　(2) デリバティブ取引により生じ
る正味の債権(及び債務）

　　　　時価法

　(2) デリバティブ取引により生じ
る正味の債権(及び債務）

同左

　(2) デリバティブ取引により生じ
る正味の債権(及び債務）

同左

　(3) たな卸資産
　　①　製品・仕掛品
　　　総平均法による原価法

　(3) たな卸資産
　　①　製品・仕掛品

同左

　(3) たな卸資産
　　①　製品・仕掛品

同左

　　②　貯蔵品
　　　最終仕入原価法

　　②　貯蔵品
同左

　　②　貯蔵品
同左

２　固定資産の減価償却の方法
　(1) 有形固定資産…定率法
　　但し、平成10年４月１日以降に取
得した建物(附属設備を除く)に
ついては定額法によっておりま
す。

　　なお、主な耐用年数は以下のとお
りであります。

　　建物　　　　　　　７～50年
　　機械及び装置　　　４～12年
　　工具器具及び備品　２～11年

２　固定資産の減価償却の方法
　(1) 有形固定資産…定率法
　　但し、平成10年４月１日以降に取
得した建物(附属設備を除く)に
ついては定額法によっておりま
す。

　　なお、主な耐用年数は以下のとお
りであります。

　　建物　　　　　　　７～38年
　　機械及び装置　　　４～12年
　　工具器具及び備品　２～11年

２　固定資産の減価償却の方法
　(1) 有形固定資産…定率法
　　但し、平成10年４月１日以降に取
得した建物(附属設備を除く)に
ついては定額法によっておりま
す。

　　なお、主な耐用年数は以下のとお
りであります。

　　建物　　　　　　　７～38年
　　機械及び装置　　　４～12年
　　工具器具及び備品　２～11年

(会計処理の変更)
当中間会計期間から、法人税
法の改正に伴い、平成19年４
月１日以降取得の固定資産
については、改正法人税法に
規定する償却方法により、減
価償却費を計上しておりま
す。
なお、この変更に伴う営業利
益、経常利益及び税引前中間
純利益に与える影響は軽微
であります。

(追加情報)
法人税法の改正に伴い、平成
19年３月31日以前に取得し
た固定資産については、改正
前の法人税法に基づく減価
償却の方法の適用により取
得価額の５％に到達した事
業年度の翌事業年度より、取
得価額の５％相当額と備忘
価額との差額を５年間にわ
たり均等償却し、減価償却費
に含めて計上しております。
当該変更により営業利益、経
常利益及び税引前中間純利
益が140百万円、中間純利益
が84百万円それぞれ減少し
ております。

(会計処理の変更)
当事業年度から、法人税法の
改正に伴い、平成19年４月１
日以降取得の固定資産につ
いては、改正法人税法に規定
する償却方法により、減価償
却費を計上しております。
これにより営業利益、経常利
益及び税引前中間純利益は、
それぞれ106百万円減少して
おります。
 
 

　(2) 無形固定資産…定額法
　　自社利用のソフトウェアについて
は、社内における利用可能期間
(５年)に基づく定額法によって
おり、市場販売目的のソフト
ウェアについては、見込販売数
量に基づく方法、または、残存有
効期間(３年以内)に基づく定額
法によっております。

　(2) 無形固定資産…同左
 

　(2) 無形固定資産…同左
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　 前中間会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

３　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

　　債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。

３　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

同左

 

３　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

同左

 

　(2) 賞与引当金

　　従業員に対する賞与の支出に備え

るため、支給見込額に基づき計

上しております。

　(2) 賞与引当金

同左

 

　(2) 賞与引当金

同左

 

　(3) 役員賞与引当金

役員に対する賞与の支出に備え

るため、支給見込額の当中間会

計期間負担額を計上しておりま

す。

　(3) 役員賞与引当金

同左

 

(3) 役員賞与引当金

役員に対する賞与の支出に備え

るため、支給見込額に基づき計

上しております。

　(4) 製品保証等引当金

製品販売後の無償修理費用等の

支出に備えるため、過去の実績

などを基礎として見積算出額を

計上しております。

　(4) 製品保証等引当金

同左

 

　(4) 製品保証等引当金

同左

 

　(5) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末におい

て発生していると認められる額

を計上しております。

　　また、数理計算上の差異について

は、各期の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定年数(10年)による按分額をそ

れぞれ発生の翌期より費用処理

しております。

　　過去勤務債務については、従業員

の平均残存勤務期間以内の一定

年数(10年)による按分額をそれ

ぞれ費用処理することとしてお

ります。

　(5) 退職給付引当金

同左

 

　(5) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基

づき、計上しております。

　　また、数理計算上の差異について

は、各期の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定年数(10年)による按分額をそ

れぞれ発生の翌期より費用処理

しております。

　　過去勤務債務については、従業員

の平均残存勤務期間以内の一定

年数(10年)による按分額をそれ

ぞれ費用処理することとしてお

ります。
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前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

　(6) 役員退職慰労引当金

　　役員の退職慰労金の支出に備える

ため、役員退職慰労金規程に基

づく中間会計期間末要支給額を

計上しております。

　(6) 役員退職慰労引当金

　　役員の退職慰労金の支出に備える

ため、役員退職慰労金規程に基

づく中間会計期間末要支給額を

計上しております。

　(6) 役員退職慰労引当金

　　役員の退職慰労金の支出に備える

ため、役員退職慰労金規程に基

づく期末要支給額を計上してお

ります。

　(7) 　　　―――――

 

　(7) 永年勤続慰労引当金

永年勤続の従業員に対する内部

規定に基づく慰労金の支出に備

えるため、支給見込額に基づき

計上しております。

(会計処理の変更)

当社は、永年職務に精励した従

業員に対して、心身をリフレッ

シュし今後の新たな活力を生み

出すことを目的として、一定期

間ごとに休暇を付与し慰労金を

支給するリフレッシュ休暇制度

に係る内部規定を設けておりま

す。

リフレッシュ休暇制度に係る慰

労金について、従来は、支出時の

費用として処理しておりました

が、勤怠管理システム機能の充

実化に伴い合理的な見積もりが

可能になったことにより、期間

損益計算の適正化を図るため、

当中間連結会計期間から内部規

定による支給見込額に基づき引

当計上する方法に変更いたしま

した。

当該変更により営業利益及び経

常利益が２百万円、税引前中間

純利益が116百万円、中間純利益

が70百万円それぞれ減少してお

ります。なお、セグメント情報に

与える影響については当該箇所

に記載しております。

　(7) 　　　―――――

 

４　外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

　　外貨建金銭債権債務は、中間決算

日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として

処理しております。

４　外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

同左

 

４　外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

　　外貨建金銭債権債務は、決算日の

直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理

しております。

５　リース取引の処理方法

　　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。

５　リース取引の処理方法

同左

 

５　リース取引の処理方法

同左

 

６　その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

　　消費税等の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理

は税抜方式によっております。

６　その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

　　消費税等の会計処理

同左

６　その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

　　消費税等の会計処理

同左
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表示方法の変更

　
前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

(貸借対照表関係)

１　前中間会計期間まで有形固定資産の「その他」に

含めて表示しておりました「建設仮勘定」は、重

要性が増したため、区分掲記することといたしま

した。なお、前中間会計期間の有形固定資産の「そ

の他」に含まれている「建設仮勘定」は1,629百

万円であります。

―――――

２　前中間会計期間まで流動負債の「未払金」に含めて

表示しておりました「製品保証等引当金」は、前事

業年度から重要性が増したため、区分掲記すること

といたしました。なお、前中間会計期間の流動負債

の「未払金」に含まれている「製品保証等引当

金」は111百万円であります。
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

　

項目
前中間会計期間末

(平成19年６月30日)

当中間会計期間末

(平成20年６月30日)

前事業年度末

(平成19年12月31日)

※１　有形固定資産の減価償

却累計額

 

40,613百万円

 

38,345百万円

 

38,000百万円

※２　中間会計期間末日満期

手形の会計処理

中間会計期間末日満期手形の会計

処理については、手形交換日を

持って決済処理しております。

なお、当中間会計期間末日が金融

機関の休日であったため、次の中

間会計期間末日満期手形が、中間

会計期間末残高に含まれておりま

す。

受取手形 8百万円

支払手形 10百万円

設備支払手形 1百万円

 

―――――
 

―――――
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(中間損益計算書関係)

　

項目

前中間会計期間

(自　平成19年１月１日

至　平成19年６月30日)

当中間会計期間

(自　平成20年１月１日

至　平成20年６月30日)

前事業年度

(自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日)

※１　営業外収益の主要項目

受取利息 36百万円 41百万円 59百万円

受取配当金 913百万円 58百万円 3,285百万円

為替差益 ―百万円 149百万円 ―百万円

※２　営業外費用の主要項目

たな卸資産廃却損 42百万円 67百万円 111百万円

たな卸資産評価損 ―百万円 4百万円 △20百万円

為替差損 107百万円 ―百万円 53百万円

※３　特別利益の主要項目

固定資産売却益 0百万円 3,037百万円 99百万円

※４  特別損失の主要項目

拠点再編費用 ―百万円 69百万円 526百万円

固定資産売廃却損 82百万円 43百万円 195百万円

関係会社再編費用 ―百万円 26百万円 ―百万円

※５  減損損失の内容 当社は、管理会計上の区分(事業部

単位)をグルーピングの単位とし、

各グループの中に撤退対象事業や

処分予定もしくは遊休となってい

る重要な資産が存在する場合につ

いては個別の物件ごとにグルーピ

ングをしております。化成品メ

ディア事業は、商品の品質・コス

ト両面での市場競争力の維持が困

難であると判断し、平成19年10月

をもって生産打ち切りを決定した

ため、同事業用資産については、平

成19年10月末の帳簿価額の全額を

減損損失として、特別損失に計上

いたしました。

場所 用途 種類 減損損失

福井県

福井市

産業

用機

器設

備等

機械

装置
804百万円

建物 16百万円

工具

器具
2百万円

―――――　

 

当社は、管理会計上の区分(事業部

単位)をグルーピングの単位とし、

各グループの中に撤退対象事業や

処分予定もしくは遊休となってい

る重要な資産が存在する場合につ

いては個別の物件ごとにグルーピ

ングをしております。

福井事業所において生産しており

ましたインクジェットプリンタ用

フォト光沢紙ならびにジアゾ光沢

紙しつきまして、事業採算性の観

点や市場での競争力低下等の理由

により撤退いたしました。撤退に

より今後使用見込みのない生産設

備の帳簿価額について、回収見込

みがないため備忘価格まで減額

し、当該減少額を特別損失に計上

いたしました。

場所 用途 種類 減損損失

福井県

福井市

メ

ディ

ア製

品生

産設

備等

建物及

び構築

物

16百万円

機械

装置及

び運搬

具

847百万円

工具

器具備

品

2百万円

　６　減価償却実施額

有形固定資産 1,140百万円 1,379百万円 2,700百万円

無形固定資産 59百万円 61百万円 120百万円
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(中間株主資本等変動計算書関係)

前中間会計期間(自  平成19年１月１日  至  平成19年６月30日)

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 153,416 1,758 559 154,615

(変動事由の概要)
増加数の内容は、次のとおりであります。
単元未満株式の買取りによる増加　1,758株
減少数の内容は、次のとおりであります。
単元未満株式の市場への処分による減少　559株

　

当中間会計期間(自  平成20年１月１日  至  平成20年６月30日)

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 155,855 1,264 907 156,212

(変動事由の概要)
増加数の内容は、次のとおりであります。
単元未満株式の買取りによる増加　1,264 株
減少数の内容は、次のとおりであります。
単元未満株式の市場への処分による減少　907株

　

前事業年度(自  平成19年１月１日  至  平成19年12月31日)

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 153,416 3,495 1,056 155,855

　

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　3,495 株

減少数の主な内訳は、次の通りであります。

　単元未満株式の市場への処分による減少　1,056 株
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(リース取引関係)

　
前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高

相当額
工具器具

及び備品

(百万円)

その他

(百万円)

合計

(百万円)

取得価額

相当額
374 126 500

減価償却

累計額

相当額

177 98 275

中間期末

残高

相当額
197 28 225

工具器具

及び備品

(百万円)

その他

(百万円)

合計

(百万円)

取得価額

相当額
254 22 276

減価償却

累計額

相当額

120 9 129

中間期末

残高

相当額
134 13 147

工具器具

及び備品

(百万円)

その他

(百万円)

合計

(百万円)

取得価額

相当額
286 69 355

減価償却

累計額

相当額

117 52 169

期末残高

相当額
169 17 186

なお、取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。

同左

 

なお、取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定

しております。

②　未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 95百万円

１年超 136百万円

合計 231百万円

②　未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 67百万円

１年超 80百万円

合計 147百万円

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 76百万円

１年超 112百万円

合計 188百万円

なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ております。

同左

 

なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。

③　支払リース料及び減価償却費相

当額

③　支払リース料及び減価償却費相

当額

③　支払リース料及び減価償却費相

当額

　 支払リース料 63百万円

　 減価償却費相当額 55百万円

　 支払リース料 41百万円

　 減価償却費相当額 40百万円

　 支払リース料 120百万円

　 減価償却費相当額 108百万円

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

 

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

 

④　減価償却費相当額の算定方法

同左
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(有価証券関係)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

　

区分

前中間会計期間末

(平成19年６月30日)

当中間会計期間末

(平成20年６月30日)

前事業年度末

(平成19年12月31日)

中間貸借対照

表計上額

(百万円)

時価

(百万円)

差額

(百万円)

中間貸借対照

表計上額

(百万円)

時価

(百万円)

差額

(百万円)

貸借対照表

計上額

(百万円)

時価

(百万円)

差額

(百万円)

子会社株式 5,090 8,435 3,345 ― ― ― 5,090 4,608 △482

合計 5,090 8,435 3,345 ― ― ― 5,090 4,608 △482
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(１株当たり情報)
　

項目

前中間会計期間

(自　平成19年１月１日

至　平成19年６月30日)

当中間会計期間

(自　平成20年１月１日

至　平成20年６月30日)

前事業年度

(自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日)

１株当たり純資産額 1,343円07銭 1,483円08銭 1,420円37銭

１株当たり

中間(当期)純利益
53円90銭 78円26銭 148円92銭

潜在株式調整後

１株当たり

中間(当期)純利益

潜在株式が存在しないため
記載しておりません。

同左 同左

(注) 算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

前中間会計期間末
(平成19年６月30日)

当中間会計期間末
(平成20年６月30日)

前事業年度末
(平成19年12月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 56,717 62,627 59,979

普通株式に係る純資産額(百万円) 56,717 62,627 59,979

普通株式の発行済株式数 42,383,732 42,383,732 42,383,732

普通株式の自己株式数 154,615 156,212 155,855

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数

42,229,117 42,227,520 42,227,877

　

２　１株当たり中間(当期)純利益

前中間会計期間
(平成19年６月30日)

当中間会計期間
(平成20年６月30日)

前事業年度
(平成19年12月31日)

中間(当期)純利益(百万円) 2,276 3,305 6,289

普通株主に帰属しない金額
(百万円)

― ― ―

普通株式に係る中間(当期)
純利益(百万円)

2,276 3,305 6,289

普通株式の期中平均株式数
(株)

42,229,749 42,227,883 42,229,142
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(重要な後発事象)
　
前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

子会社出資金の譲渡
 
　平成19年１月30日開催の取締役会に
おいて決議しました「子会社出資金
の譲渡」につきまして、平成19年７月
１日に当社の連結子会社であります
キヤノンファインテックニスカ(深?
)有限公司に対する出資の一部(51％)
をニスカ株式会社へ譲渡いたしまし
た。
 
１.譲渡の理由
　当社グループは、事務機事業の一層
の拡大に向けて、より強固な事業基盤
の構築を図るために、マルチファンク
ションプリンタ(MFP)は当社に、事務
機周辺機器は当社の連結子会社であ
るニスカ株式会社に、事業ドメインを
明確にし、開発設計を行うことといた
しました。
　生産面では、更なるグループの生産
資源の集中と最適地生産を推進する
観点から、中国拠点について、当社は
華東地区(蘇州)、ニスカ株式会社は華
南地区(深?)にそれぞれ再編成する
ことといたしました。
　当社の華南地区生産子会社(深?市
福田地区)にニスカ株式会社が資本参
加して、同社の華南地区の現生産拠点
(深?市南山地区)を合わせた二つの
会社を当社と協調して、ニスカ株式会
社がオペレーションすることで、事務
機周辺機器の業界No.1を目指してま
いります。
 
２.譲渡先の概要
商号　ニスカ株式会社
事業内容　OA機器、光学計測器等の
開発、製造及び販売

 
３.当該子会社の名称及び事業内容
商号　キヤノンファインテックニス
カ(深?)有限公司

事業内容　事務機、事務機周辺機器
の生産

 

株式交換によるニスカ株式会社の完
全子会社化
 
　当社は、平成20年７月１日付で、ニス
カ株式会社（以下「ニスカ」といい
ます。）を完全子会社とする株式交換
を実施いたしました。
 
１.株式交換による完全子会社化の目
的
　当社グループの収益の柱である事務
機周辺機器は、事務機本体メーカーに
よる周辺機器の自主開発・生産の開
始、事務機器の低価格化に伴う周辺機
器の利益率の低下、POD機種への周辺
機器開発・生産投資の巨額化などに
より大きく変動しており、将来は予断
を許さないものとなっております。そ
こで、当社グループは、平成22年の目
標達成に向け、事務機周辺機器事業の
再構築を最大の課題とし、事務機事業
の一層の拡大に向けて、より強固な事
業基盤を確立するために、MFPは当社
に、事務機周辺機器はニスカにと、事
業ドメインを明確にすることで、開発
設計の強化と差別化製品の事業展開
の加速化とを行うこととし、これによ
り、事務機周辺機器の業界No.1を目指
しております。このために、収益の外
部流出を回避しつつ、更なる経営資源
をニスカに投入し、連結経営の柔軟性
及び効率性を追求するためにも、当社
は、ニスカを完全子会社化することを
決定いたしました。今後は、ニスカの
強固な開発力及び生産革新による
ローコストオペレーションと当社の
経営リソースとの有機的な融合を
図っていくことが可能になると考え
られることから、当社と共に、事務機
周辺機器業界を主導し、グループシナ
ジーの最大化を図っていくことが、ニ
スカの企業価値向上を実現させてい
くために最善であると判断いたしま
した。
 

公開買付けによる株式取得
 
　平成20年２月１日開催の取締役会に
おいて、当社の連結子会社であります
ニスカ株式会社の普通株式を完全子
会社化することを目的とした公開買
付けにより取得することを決議いた
しました。これに基づき、平成20年２
月４日から平成20年３月17日まで公
開買付けを実施し、株式を取得しまし
た。その概要は次のとおりでありま
す。
 
１.公開買付けの目的
　当社のコア事業の１つである事務機
事業の一層の拡大に向けて、MFPは当
社に、事務機周辺機器はニスカ株式会
社にと、事業ドメインを明確にするこ
とで、開発設計の強化と差別化製品の
事業展開の加速化とを行なうことと
し、事務機周辺機器の業界No.1を目指
してまいります。このために、収益の
外部流出を回避しつつ、更なる経営資
源を対象者に投入し、連結経営の柔軟
性及び効率性を追求することを目的
とし、公開買付けを実施しました。
 
２.公開買付けの対象会社の名称、事
業内容等 
(1)名称　　ニスカ株式会社 
(2)事業内容　OA機器、光学計測器等の
開発、製造及び販売
 
３.買付け等の期間 
　平成20年２月４日から平成20年３月
17日
 
４.取得した株式の数、取得価額並び
に取得前及び取得後の持分比率
　取得した株式の数：4,804,492株
　取得価額：１株につき2,010円
　総額：9,657百万円
　取得前の持分比率：51.0％
　取得後の持分比率：97.9％
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　 前中間会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

４.譲渡価額、譲渡損益及び譲渡後の
持分比率
譲渡価額　1,331百万円
譲渡益　715百万円
譲渡後の持分比率　39.0％

 
(注)キヤノンファインテック工業発
展(深?)有限公司は、平成19年７月１
日キヤノンファインテックニスカ(深
?)有限公司に商号を変更いたしまし
た。
 

２.株式交換の要旨
(1)株式交換の日程
　　株式交換決議取締役会(両社)
　　　　平成20年４月30日(水)
　　株式交換契約締結
　　　　平成20年４月30日(水)
　　上場廃止日(ニスカ株式会社)
　　　　平成20年６月25日(水)
　　株式交換日(効力発生日)
　　　　平成20年７月１日(火)
　　株券交付日
　　　　平成20年９月１日(月)
 
(2)株式交換に係る割当ての内容

会社名

キヤノン
ファインテッ
ク株式会社

ニスカ
株式会社

(完全親会社)(完全子会社)

株式交換
に係る割
当ての内
容

１ 1.40

株式交換
により発
行する新
株式数

普通株式：149,511株　　　　　　
　　　　　　　(当社は、その保有す
る自己株式154,753株を本株
式交換による株式の割当て
に充当しました。)

 
３.株式交換の相手会社の概要 
　(平成19年12月31日現在)

(1)商号 ニスカ株式会社

(2)事業内容
OA機器、光学計測機器
の開発・製造及び販売

(3)設立年月日昭和35年１月８日

(4)本店所在地
山梨県南巨摩郡増穂町
小林430番地1

(5)代表者の役
職・氏名

代表取締役社長　
　田中　守

(6)資本金 2,102百万円

 

５.支払資金の調達方法及び支払方法
　当社は、公開買付け資金として、
9,657百万円を充当しました。また、買
付け代金は応募株主等の指示により、
決済の開始日以後遅滞なく、公開買付
け代理人から応募株主等の指定した
場所へ送金するか、公開買付け代理人
の本店又は全国各支店にて支払いま
した。なお、公開買付け資金は、自己資
金を充当しました。
 
６.対象会社との公開買付けに関する
合意
　本公開買付けについて、対象会社の
取締役会は賛同の意を表明しており
ます。
 
７.その他重要な特約等 
　当社及びニスカ株式会社は、本公開
買付け終了後、当社を完全親会社と
し、ニスカ株式会社を完全子会社とす
る株式交換を実施する予定でありま
す。 
　ニスカ株式会社の株式はジャスダッ
ク証券取引所に上場されております
が、当社は、本公開買付けにおいて買
付けを行う株式等の数に上限を設定
していないため、本公開買付けの結果
次第では、流動性等にかかるジャス
ダック証券取引所の上場廃止基準に
従い、本公開買付けの完了をもって、
所定の手続きを経て上場廃止となる
可能性があります。また、本公開買付
けの完了時点で、当該基準に該当しな
い場合でも、対象会社が本株式交換に
より当社の完全子会社となることが
予定されておりますので、上記のとお
りジャスダック証券取引所の上場廃
止基準に従い所定の手続きを経て上
場廃止となる見込みであります。上場
廃止後は対象会社株式にかかる株券
をジャスダック証券取引所において
取引することができなくなります。
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(2) 【その他】

平成20年７月22日開催の取締役会において、平成20年６月30日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記

載又は記録された株主に対し、第59期(平成20年１月１日から平成20年12月31日まで)の中間配当を行う

ことを決議いたしました。

　
①　中間配当金の総額 633百万円

②　１株当たり中間配当金 15円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成20年８月26日
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第６ 【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1)有価証券報告書及びその添付書類

事業年度　第58期(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)平成20年３月27日関東財務局長に提出。

　

(2)臨時報告書

平成20年４月30日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成19年９月25日

キヤノンファインテック株式会社

取締役会　御中

　
　
　

新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　中    島　　康    晴　　㊞

　
指定社員
業務執行社員

公認会計士　　金    子　　秀    嗣　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるキヤノンファインテック株式会社の平成19年１月１日から平成19年12月31日までの連結会計年度の中間

連結会計期間(平成19年１月１日から平成19年６月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸

借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なう

ような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等

を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結

果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表

の作成基準に準拠して、キヤノンファインテック株式会社及び連結子会社の平成19年６月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成19年１月１日から平成19年６月30日まで)の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　
 ※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成20年９月25日

キヤノンファインテック株式会社

取締役会　御中

　
　
　

新日本有限責任監査法人　　　　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　土    井　　英    雄　　㊞

　
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　香    山　　      良　　㊞

　
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　藤    間　　康    司　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているキヤノンファインテック株式会社の平成20年１月１日から平成20年12月31日までの連結会計

年度の中間連結会計期間(平成20年１月１日から平成20年６月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、

中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー

計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なう

ような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等

を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結

果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表

の作成基準に準拠して、キヤノンファインテック株式会社及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成20年１月１日から平成20年６月30日まで)の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 ※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成19年９月25日

キヤノンファインテック株式会社

取締役会　御中

　
　
　

新日本監査法人　　　　

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　中    島　　康    晴　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　金    子　　秀    嗣　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるキヤノンファインテック株式会社の平成19年１月１日から平成19年12月31日までの第58期事業年度の中

間会計期間(平成19年１月１日から平成19年６月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、

中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重

要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心と

した監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として

中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、キヤノンファインテック株式会社の平成19年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了

する中間会計期間(平成19年１月１日から平成19年６月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示して

いるものと認める。

　

追記情報

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１９年７月１日において、当社の連結子会社である

キヤノンファインテックニスカ（深?）有限公司に対する出資の一部をニスカ株式会社に譲渡した。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　
 ※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成20年９月25日

キヤノンファインテック株式会社

取締役会　御中

　
　
　

新日本有限責任監査法人　　　　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　土    井　　英    雄　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　香    山　　　    良　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　藤    間　　康    司　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているキヤノンファインテック株式会社の平成20年１月１日から平成20年12月31日までの第59期事

業年度の中間会計期間(平成20年１月１日から平成20年６月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸

借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重

要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心と

した監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として

中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、キヤノンファインテック株式会社の平成20年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了

する中間会計期間(平成20年１月１日から平成20年６月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示して

いるものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 ※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。
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